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2

　
政
府
は
、
経
済
産
業
省
・
中
小
企
業

庁
が
と
り
ま
と
め
た
２
０
２
４
年
版
中

小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書
を
５

月
10
日
に
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

　
２
０
２
４
年
版
白
書
で
は
、
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
の
現
状
と
直
面
す

る
課
題
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産

性
の
向
上
に
繋
げ
て
い
く
た
め
の
取
組

や
、
小
規
模
事
業
者
が
売
上
げ
を
確
保

し
、
事
業
の
継
続
に
欠
か
せ
な
い
資
金

と
人
手
を
確
保
す
る
取
組
、
支
援
機
関

の
役
割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
、
分

析
を
行
い
ま
し
た
。

　

第
１
部
で
は
、
能
登
半
島
地
震
の
被

災
地
域
の
状
況
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
と
対
応
の
分
析
に

加
え
、
中
小
企
業
の
現
状
と
直
面
す
る

課
題
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
分
析
を

行
っ
た
。

　

第
２
部
で
は
、
環
境
変
化
を
乗
り
越

え
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産
性
の

向
上
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
取
組
や
、

成
長
に
つ
な
が
り
得
る
投
資
行
動
と
そ

の
た
め
の
資
金
調
達
、
支
援
機
関
の
役

割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
分
析
を
行

っ
た
。

　

２
０
２
３
年
の
第
２
四
半
期
に
お
け

る
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
感
染
症
の
５
類
移

行
に
よ
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
の
回
復
、

半
導
体
不
足
の
緩
和
に
よ
る
輸
出
増
加

を
受
け
、
３
四
半
期
連
続
の
プ
ラ
ス
成

長
と
な
っ
た
。
一
方
で
、
第
３
四
半
期

の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
輸
出
の
増
加
幅
が
縮

小
し
た
ほ
か
、
消
費
や
設
備
投
資
が
弱

含
み
、
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
第
４
四

半
期
に
お
い
て
は
、
設
備
投
資
と
輸
出

が
押
し
上
げ
要
因
と
な
り
、
プ
ラ
ス
に

転
じ
た
（
図
１
）

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

以
降
の
消
費

　

感
染
拡
大
期
に
お
け
る
、
業
種
別
の

消
費
支
出
に
つ
い
て
確
認
す
る
と
、
外

出
自
粛
の
影
響
を
受
け
た
「
宿
泊
」
に

お
い
て
は
２
０
２
０
年
７
月
以
降
に
実

施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ
ト
ラ
ベ
ル
事
業
」、

飲
食
店
の
時
短
営
業
等
の
影
響
を
受
け

た
「
外
食
」
に
お
い
て
は
２
０
２
０
年

10
月
以
降
に
実
施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ

イ
ー
ト
事
業
」
な
ど
、
政
府
の
消
費
喚

起
策
に
よ
っ
て
消
費
の
下
支
え
を
行
っ

た
が
、「
交
通
」
の
消
費
は
、
緊
急
事
態

宣
言
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置
が
発

出
さ
れ
て
い
る
期
間
に
お
い
て
、
感
染

拡
大
前
の
水
準
か
ら
再
度
大
き
く
減
少

し
た
こ
と
が
分
か
る
（
図
２
）。

　

な
お
、
２
０
２
３
年
に
お
い
て
は
、
感

染
拡
大
前
の
水
準
以
上
に
消
費
が
回
復

し
て
い
る
一
方
で
、「
宿
泊
」
や
「
交
通
」

の
消
費
は
戻
り
き
っ
て
い
な
い
。
こ
の

こ
と
か
ら
、
感
染
拡
大
以
降
、
人
々
の

消
費
形
態
に
変
化
が
見
ら
れ
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

●
雇
用
の
動
向

　

完
全
失
業
率
は
２
０
０
２
年
を
ピ
ー
ク

に
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
２
０
０

９
年
、
２
０
１
０
年
に
お
け
る
一
時
的
な

上
昇
を
除
い
て
、
長
期
的
に
は
低
下
傾
向

で
推
移
し
て
き
た
。
２
０
２
０
年
に
入
る

と
、
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
よ
る
影
響
か

ら
上
昇
傾
向
に
転
じ
た
が
、
以
降
は
就
業

者
数
が
緩
や
か
に
増
加
し
た
こ
と
に
伴
い
、

低
下
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
。

　

生
産
年
齢
人
口
・
生
産
年
齢
人
口
（
女

性
）・
65
〜
69
歳
人
口
に
お
け
る
就
業
率
の

推
移
を
見
る
と
、
生
産
年
齢
人
口
は
長
期

的
に
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
女
性
の
生
産

年
齢
人
口
の
就
業
者
数
や
、
高
齢
者
で
あ

る
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は
共
に
増

加
し
、
就
業
率
も
上
昇
し
て
き
た
こ
と
が

分
か
る
。
し
か
し
、
２
０
１
９
年
か
ら
足

下
の
２
０
２
３
年
に
か
け
て
は
、
女
性
の

生
産
年
齢
人
口
の
就
業
者
数
は
横
ば
い
で

推
移
し
、
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は

減
少
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か

ら
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
進
む
中
で
、

労
働
力
を
女
性
・
高
齢
者
か
ら
補
う
形
で

全
体
の
就
業
者
数
が
維
持
さ
れ
て
き
た
も

の
の
、
足
下
で
は
そ
れ
も
頭
打
ち
と
な
り
、

人
材
の
供
給
制
約
に
直
面
し
て
い
る
こ
と

が
考
え
ら
れ
る
。（
図
３
）

　

ま
た
、
外
国
人
労
働
者
数
は
、
感
染
症

の
感
染
拡
大
の
影
響
に
よ
り
、
２
０
２
０

年
か
ら
２
０
２
２
年
に
か
け
て
上
昇
幅
が

小
さ
く
な
っ
た
が
、
足
下
で
は
急
激
に
増

大
し
、
２
０
２
３
年
1
0
月
末
時
点
で
は

２
０
４
．９
万
人
と
な
っ
て
い
る
。生
産
年

齢
人
口
に
お
け
る
外
国
人
人
口
の
将
来
推

計
を
見
る
と
、
国
内
の
生
産
年
齢
人
口
全

体
の
う
ち
、
日
本
人
人
口
が
減
少
し
て
い

く
中
で
、
外
国
人
人
口
が
増
加
し
て
い
き
、

生
産
年
齢
人
口
全
体
に
占
め
る
比
率
は
２

０
２
０
年
の
３
．１
％
か
ら
２
０
７
０
年
に

は
14
．９
％
ま
で
上
昇
す
る
こ
と
が
、推
計

値
か
ら
予
想
さ
れ
る
。

●
事
業
承
継

　

経
営
者
年
齢
の
分
布
の
状
況
を
見
る
と
、

２
０
０
０
年
の
経
営
者
年
齢
の
ピ
ー
ク（
最

も
多
い
層
）
が
「
50
〜
54
歳
」
で
あ
っ
た
が
、

５
年
経
過
す
る
ご
と
に
ピ
ー
ク
が
移
動

し
、
２
０
１
５
年
に
は
「
65
〜
69
歳
」
が
ピ

ー
ク
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３

年
に
は
「
55
〜
59
歳
」
を
ピ
ー
ク
と
し
て

分
散
し
て
い
る
状
況
が
確
認
で
き
る
。
こ

の
こ
と
か
ら
、
経
営
者
年
齢
の
分
布
が
平

準
化
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
一
方
で
、

経
営
者
年
齢
が
70
歳
以
上
で
あ
る
企
業
の

割
合
は
２
０
０
０
年
以
降
最
高
と
な
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
事
業
承
継
が
必
要
と
な

る
企
業
は
依
然
と
し
て
相
当
程
度
存
在
し

て
い
る
。（
図
４
）

　

中
小
企
業
の
後
継
者
不
在
率
の
状
況
と

し
て
は
、
２
０
１
８
年
以
降
減
少
傾
向
に

あ
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３
年
時
点
で
も

54
．５
％
と
な
っ
て
お
り
、
半
数
近
く
の

企
業
で
後
継
者
が
不
在
と
な
っ
て
い
る
。

●
賃
上
げ
に
向
け
た
取
組
状
況

　

２
０
２
２
年
か
ら
２
０
２
４
年
ま
で
の

各
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業
の
賃
上
げ
の

実
施
予
定
の
推
移
を
見
た
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
を
見
る
と
、
２
０
２
４
年
度
に
お
い

て
「
業
績
が
好
調
・
改
善
し
て
い
る
た
め

賃
上
げ
を
実
施
予
定
」、
及
び
「
業
績
の
改

善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃
上
げ
を
実
施
予
定
」

と
し
て
い
る
企
業
が
、
ど
ち
ら
も
２
０
２

２
年
度
・
２
０
２
３
年
度
と
比
べ
て
増
加

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
賃
上
げ
に
取

り
組
む
企
業
は
着
実
に
増
加
し
て
い
る
一

方
で
、「
業
績
の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃

上
げ
を
実
施
予
定
」
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る

「
防
衛
的
賃
上
げ
」を
行
う
企
業
が
最
も
多

く
、
36
．９
％
と
な
っ
て
い
る
。（
図
５
）

　

賃
上
げ
を
実
施
す
る
理
由
と
し
て
、「
人

材
の
確
保
・
採
用
」、「
物
価
上
昇
へ
の
対

応
」
を
理
由
に
挙
げ
る
企
業
が
大
半
を
占

め
て
お
り
、
賃
上
げ
の
原
資
と
な
る
業
績

の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
中
で
も
「
防
衛
的

賃
上
げ
」
を
行
う
背
景
と
し
て
、
人
材
採

用
強
化
や
定
着
率
向
上
に
取
り
組
む
必
要

性
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

●
価
格
転
嫁
の
状
況

　

２
０
２
２
年
３
月
、
９
月
、
２
０
２
３

年
３
月
、
９
月
の
各
コ
ス
ト
の
変
動
に
対

す
る
価
格
転
嫁
率
の
推
移
を
見
る
と
、
２

０
２
２
年
３
月
か
ら
２
０
２
３
年
３
月
に

か
け
て
、
価
格
転
嫁
率
（
仕
入
価
格
の
上

昇
分
を
販
売
価
格
に
転
嫁
で
き
て
い
る
割

合
）
の
状
況
は
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト
要
素

も
改
善
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
足
下
の
２
０

２
３
年
９
月
は
一
転
し
て
い
ず
れ
の
コ
ス

ト
要
素
も
２
０
２
３
年
３
月
時
点
か
ら
微

減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
コ

ス
ト
上
昇
が
一
巡
し
た
こ
と
も
受
け
、
価

格
転
嫁
を
不
要
と
考
え
る
企
業
が
増
加
傾

向
に
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。
一
方
で
、

価
格
交
渉
が
可
能
な
取
引
環
境
が
醸
成
さ

れ
つ
つ
あ
り
な
が
ら
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト

要
素
に
つ
い
て
も
十
分
な
価
格
転
嫁
が
で

き
て
い
る
と
は
い
え
な
い
水
準
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
転
嫁
率
向
上
の
た
め
の
取
組
強

化
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
図
６
）

●
生
産
性
向
上
に
向
け
た
省
力
化
投
資

　

人
手
不
足
対
応
の
取
組
と
し
て
、
多
く

の
企
業
で
「
採
用
・
正
社
員
登
用
」
が
行

わ
れ
て
い
る
一
方
、
省
力
化
投
資
を
行
っ

て
い
る
企
業
は
比
較
的
少
数
で
、
中
小
企

業
に
お
け
る
省
力
化
投
資
へ
の
取
組
は
拡

大
の
余
地
が
大
き
い
と
い
え
る
。
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
に
お
い
て
も
、
少
子

高
齢
化
等
に
よ
り
労
働
力
人
口
の
将
来
的

な
供
給
制
約
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
潜
在

成
長
率
を
高
め
る
こ
と
や
、
省
力
化
投
資

に
よ
り
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
と
い

っ
た
、
人
手
不
足
対
応
は
不
可
欠
で
あ
り
、

持
続
的
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
こ
と
に
も

つ
な
が
る
。

中 央 会

　

本
会
で
は
５
月
８
日
か
ら
20
日
に
か
け
て
、労
働
、

金
融
、税
制
、商
業
、総
合
・
工
業
の
各
専
門
委
員
会

を
開
催
し
た
。

　

各
専
門
員
会
で
は
、第
75
回
中
小
企
業
団
体
全
国

大
会
決
議
経
過
報
告
と
第
76
回
中
小
企
業
団
体
全

国
大
会
提
出
議
題
に
つ
い
て
審
議
。そ
の
結
果
は
中

国
ブ
ロ
ッ
ク
お
よ
び
全
国
で
の
協
議
を
経
て
10
月
24

日
、福
井
県
で
開
催
さ
れ
る
全
国
大
会
に
お
い
て
要

望
す
る
。

　

ま
た
、各
専
門
委
員
会
で
は
助
言
者
を
招
聘
し
、

労
働
で
は
鳥
取
労
働
局
・
平
川
雅
浩
局
長
よ
り「
国

の
労
働
政
策
、支
援
策
等
に
つ
い
て
」及
び
鳥
取
県

雇
用
人
材
局
・
藤
田
博
美
局
長
よ
り「
鳥
取
県
の
労

働
政
策
、支
援
策
等
に
つ
い
て
」、金
融
で
は
鳥
取
県

信
用
保
証
協
会
・
野
川
聡
会
長
よ
り「
中
小
企
業
の

資
金
繰
り
支
援
等
に
つ
い
て
」及
び
鳥
取
県
商
工
労

働
部
企
業
支
援
課
・
福
田

憲
一
課
長
よ
り「
鳥
取
県

の
制
度
金
融
等
の
取
組
に

つ
い
て
」、税
制
で
は
山
陰

み
ら
い
税
理
士
法
人
境
港

事
務
所
・
谷
田
真
基
税
理

士
よ
り「
中
小
企
業
関
係

税
制
等
に
つ
い
て
」、商
業

で
は
中
国
運
輸
局
鳥
取
運

輸
支
局
・
大
林
正
明
主
席
運
輸
企
画
専
門
官
よ
り

「
２
０
２
４
年
問
題
の
影
響
と
対
策
に
つ
い
て
」、総

合
・
工
業
で
は
鳥
取
県
商
工
労
働
部
企
業
支
援
課
・

福
田
憲
一
課
長
よ
り「
鳥
取
県
の
商
工
労
働
政
策
に

つ
い
て
」そ
れ
ぞ
れ
助
言
を
い
た
だ
い
た
。

　

最
後
に
意
見
交
換
を
行
い
、業
界
・
組
合
の
現
況

や
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
物
価
高
騰
等
の
影
響
と
価
格
転
嫁

状
況
、人
材
確
保
や
賃
上
げ
対
応
な
ど
喫
緊
の
課

題
に
つ
い
て
情
報
共
有
を
図
っ
た
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

  

（
企
画
振
興
部　

森
本
） 専門委員会の様子第１回理事会の様子

全
国
大
会
提
出
議
題
を
審
議

　
　
　
５
専
門
委
員
会
を
開
催

　

５
月
15
日
、鳥
取
市「
ホ
テ
ル
ニ
ュ
ー
オ
ー
タ
ニ
鳥

取
」に
お
い
て
令
和
６
年
度
第
１
回
正
副
・
会
長
・

支
部
長
会
議
並
び
に
第
１
回
理
事
会
を
開
催
し
た
。

　

正
副
・
会
長
・
支
部
長
会
議
で
は
、第
１
回
理
事

会
提
出
議
案
で
あ
る 

①
令
和
５
年
度
事
業
報
告
並

び
に
収
支
決
算
書
承
認
の
件 

②
令
和
５
年
度
基
本

財
産
収
支
決
算
書
承
認
の
件 

③
令
和
５
年
度
会
館

建
設
に
係
る
基
本
財
産
特
別
会
計
事
業
報
告
並
び

に
収
支
決
算
書
承
認
の
件 

④
令
和
５
年
度
共
済
事

業
特
別
会
計
事
業
報
告
並
び
に
収
支
決
算
書
承
認

の
件 

⑤
役
員
任
期
満
了
に
伴
う
改
選
の
件 

⑥
令

和
６
年
度
通
常
総
会
日
程
の
件
の
６
つ
の
議
案
を

協
議
・
決
定
し
た
。ま
た
、

表
彰
審
査
会
を
開
催
し
、

中
央
会
顕
功
章
贈
呈
を

決
定
し
た
。贈
呈
は
通

常
総
会
祝
賀
会
の
席
上

で
行
わ
れ
る
。

　

続
い
て
開
催
さ
れ
た

第
１
回
理
事
会
に
お
い

て
も
、第
１
回
正
副
・
会

長
・
支
部
長
会
議
か
ら

提
出
さ
れ
た
議
案
に
つ
い
て
審
議
さ
れ
満
場
一
致
で

承
認
。同
議
案
が
６
月
19
日
に
鳥
取
市「
ホ
テ
ル
ニ

ュ
ー
オ
ー
タ
ニ
鳥
取
」に
お
い
て
開
催
さ
れ
る
令
和

６
年
度
通
常
総
会
へ
と
提
出
さ
れ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
総
務
部　

砂
口
）

令
和
６
年
度

　
通
常
総
会
提
出
議
案
を
決
定

令和6年6月1日

祝
栄
え
あ
る

　
春
の
叙
勲
及
び
褒
章

　

こ
の
た
び
春
の
叙
勲
及
び
褒
章
に
お
き
ま
し
て
、本
会
の
役
員
か
ら
は
１
名
、

会
員
か
ら
２
名
が
光
栄
に
浴
さ
れ
ま
し
た
。

有
限
会
社
湯
所
薬
品  

代
表
取
締
役
社
長

油
　
谷
　
博
　
文
　
氏

旭
日
双
光
章

旭
日
双
光
章

　

鳥
取
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
副
会
長
に
就
任
し
、大
規
模
災

害
発
生
時
の
被
災
地
支
援
や
、中
国
地
方
で
初
め
て
青
年

部
組
織
を
立
ち
上
げ
る
な
ど
長
年
に
わ
た
り
業
界
の
発
展

に
尽
力
さ
れ
た
。

　

鳥
取
県
医
薬
品
登
録
販
売
者
協
会
長
に
就
任
し
、長
年

に
わ
た
り
薬
事
関
係
事
業
の
発
展
向
上
や
医
薬
品
の
適
正

使
用
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
等
に
尽
力
さ
れ
た
。

日
野
建
設
業
協
同
組
合
理
事
長

住
　
田
　
孝
　
昭
　
氏

黄
綬
褒
章

　

㈲
住
田
組
代
表
取
締
役
に
就
任
さ
れ
、建
設
業
界
を
リ

ー
ド
し
、生
産
性
や
安
全
性
向
上
の
面
か
ら
日
野
郡
内
で

初
め
て
Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工
を
導
入
す
る
な
ど
、技
術
力
ア
ッ
プ
や

労
働
環
境
の
改
善
等
に
尽
力
さ
れ
た
。

本
会
常
任
理
事
中
部
支
部
長

鳥
取
県
中
部
ト
ラ
ッ
ク
事
業
協
同
組
合
理
事
長

菅
　
埜
　
元
　
晴
　
氏
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シ リ ー ズ

２
０
２
４
年
版　
中
小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書
の
ポ
イ
ン
ト

環
境
変
化
を
乗
り
越
え
、生
産
性
の
向
上
に

　
　

繋
げ
て
い
く
た
め
の
取
組
が
ポ
イ
ン
ト

　
政
府
は
、
経
済
産
業
省
・
中
小
企
業

庁
が
と
り
ま
と
め
た
２
０
２
４
年
版
中

小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書
を
５

月
10
日
に
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

　
２
０
２
４
年
版
白
書
で
は
、
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
の
現
状
と
直
面
す

る
課
題
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産

性
の
向
上
に
繋
げ
て
い
く
た
め
の
取
組

や
、
小
規
模
事
業
者
が
売
上
げ
を
確
保

し
、
事
業
の
継
続
に
欠
か
せ
な
い
資
金

と
人
手
を
確
保
す
る
取
組
、
支
援
機
関

の
役
割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
、
分

析
を
行
い
ま
し
た
。

　

第
１
部
で
は
、
能
登
半
島
地
震
の
被

災
地
域
の
状
況
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
と
対
応
の
分
析
に

加
え
、
中
小
企
業
の
現
状
と
直
面
す
る

課
題
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
分
析
を

行
っ
た
。

　

第
２
部
で
は
、
環
境
変
化
を
乗
り
越

え
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産
性
の

向
上
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
取
組
や
、

成
長
に
つ
な
が
り
得
る
投
資
行
動
と
そ

の
た
め
の
資
金
調
達
、
支
援
機
関
の
役

割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
分
析
を
行

っ
た
。

　

２
０
２
３
年
の
第
２
四
半
期
に
お
け

る
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
感
染
症
の
５
類
移

行
に
よ
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
の
回
復
、

半
導
体
不
足
の
緩
和
に
よ
る
輸
出
増
加

を
受
け
、
３
四
半
期
連
続
の
プ
ラ
ス
成

長
と
な
っ
た
。
一
方
で
、
第
３
四
半
期

の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
輸
出
の
増
加
幅
が
縮

小
し
た
ほ
か
、
消
費
や
設
備
投
資
が
弱

含
み
、
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
第
４
四

半
期
に
お
い
て
は
、
設
備
投
資
と
輸
出

が
押
し
上
げ
要
因
と
な
り
、
プ
ラ
ス
に

転
じ
た
（
図
１
）

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

以
降
の
消
費

　

感
染
拡
大
期
に
お
け
る
、
業
種
別
の

消
費
支
出
に
つ
い
て
確
認
す
る
と
、
外

出
自
粛
の
影
響
を
受
け
た
「
宿
泊
」
に

お
い
て
は
２
０
２
０
年
７
月
以
降
に
実

施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ
ト
ラ
ベ
ル
事
業
」、

飲
食
店
の
時
短
営
業
等
の
影
響
を
受
け

た
「
外
食
」
に
お
い
て
は
２
０
２
０
年

10
月
以
降
に
実
施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ

イ
ー
ト
事
業
」
な
ど
、
政
府
の
消
費
喚

起
策
に
よ
っ
て
消
費
の
下
支
え
を
行
っ

た
が
、「
交
通
」
の
消
費
は
、
緊
急
事
態

宣
言
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置
が
発

出
さ
れ
て
い
る
期
間
に
お
い
て
、
感
染

拡
大
前
の
水
準
か
ら
再
度
大
き
く
減
少

し
た
こ
と
が
分
か
る
（
図
２
）。

　

な
お
、
２
０
２
３
年
に
お
い
て
は
、
感

染
拡
大
前
の
水
準
以
上
に
消
費
が
回
復

し
て
い
る
一
方
で
、「
宿
泊
」
や
「
交
通
」

の
消
費
は
戻
り
き
っ
て
い
な
い
。
こ
の

こ
と
か
ら
、
感
染
拡
大
以
降
、
人
々
の

消
費
形
態
に
変
化
が
見
ら
れ
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

●
雇
用
の
動
向

　

完
全
失
業
率
は
２
０
０
２
年
を
ピ
ー
ク

に
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
２
０
０

９
年
、
２
０
１
０
年
に
お
け
る
一
時
的
な

上
昇
を
除
い
て
、
長
期
的
に
は
低
下
傾
向

で
推
移
し
て
き
た
。
２
０
２
０
年
に
入
る

と
、
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
よ
る
影
響
か

ら
上
昇
傾
向
に
転
じ
た
が
、
以
降
は
就
業

者
数
が
緩
や
か
に
増
加
し
た
こ
と
に
伴
い
、

低
下
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
。

　

生
産
年
齢
人
口
・
生
産
年
齢
人
口
（
女

性
）・
65
〜
69
歳
人
口
に
お
け
る
就
業
率
の

推
移
を
見
る
と
、
生
産
年
齢
人
口
は
長
期

的
に
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
女
性
の
生
産

年
齢
人
口
の
就
業
者
数
や
、
高
齢
者
で
あ

る
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は
共
に
増

加
し
、
就
業
率
も
上
昇
し
て
き
た
こ
と
が

分
か
る
。
し
か
し
、
２
０
１
９
年
か
ら
足

下
の
２
０
２
３
年
に
か
け
て
は
、
女
性
の

生
産
年
齢
人
口
の
就
業
者
数
は
横
ば
い
で

推
移
し
、
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は

減
少
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か

ら
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
進
む
中
で
、

労
働
力
を
女
性
・
高
齢
者
か
ら
補
う
形
で

全
体
の
就
業
者
数
が
維
持
さ
れ
て
き
た
も

の
の
、
足
下
で
は
そ
れ
も
頭
打
ち
と
な
り
、

人
材
の
供
給
制
約
に
直
面
し
て
い
る
こ
と

が
考
え
ら
れ
る
。（
図
３
）

　

ま
た
、
外
国
人
労
働
者
数
は
、
感
染
症

の
感
染
拡
大
の
影
響
に
よ
り
、
２
０
２
０

年
か
ら
２
０
２
２
年
に
か
け
て
上
昇
幅
が

小
さ
く
な
っ
た
が
、
足
下
で
は
急
激
に
増

大
し
、
２
０
２
３
年
1
0
月
末
時
点
で
は

２
０
４
．９
万
人
と
な
っ
て
い
る
。生
産
年

齢
人
口
に
お
け
る
外
国
人
人
口
の
将
来
推

計
を
見
る
と
、
国
内
の
生
産
年
齢
人
口
全

体
の
う
ち
、
日
本
人
人
口
が
減
少
し
て
い

く
中
で
、
外
国
人
人
口
が
増
加
し
て
い
き
、

生
産
年
齢
人
口
全
体
に
占
め
る
比
率
は
２

０
２
０
年
の
３
．１
％
か
ら
２
０
７
０
年
に

は
14
．９
％
ま
で
上
昇
す
る
こ
と
が
、推
計

値
か
ら
予
想
さ
れ
る
。

●
事
業
承
継

　

経
営
者
年
齢
の
分
布
の
状
況
を
見
る
と
、

２
０
０
０
年
の
経
営
者
年
齢
の
ピ
ー
ク（
最

も
多
い
層
）
が
「
50
〜
54
歳
」
で
あ
っ
た
が
、

５
年
経
過
す
る
ご
と
に
ピ
ー
ク
が
移
動

し
、
２
０
１
５
年
に
は
「
65
〜
69
歳
」
が
ピ

ー
ク
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３

年
に
は
「
55
〜
59
歳
」
を
ピ
ー
ク
と
し
て

分
散
し
て
い
る
状
況
が
確
認
で
き
る
。
こ

の
こ
と
か
ら
、
経
営
者
年
齢
の
分
布
が
平

準
化
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
一
方
で
、

経
営
者
年
齢
が
70
歳
以
上
で
あ
る
企
業
の

割
合
は
２
０
０
０
年
以
降
最
高
と
な
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
事
業
承
継
が
必
要
と
な

る
企
業
は
依
然
と
し
て
相
当
程
度
存
在
し

て
い
る
。（
図
４
）

　

中
小
企
業
の
後
継
者
不
在
率
の
状
況
と

し
て
は
、
２
０
１
８
年
以
降
減
少
傾
向
に

あ
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３
年
時
点
で
も

54
．５
％
と
な
っ
て
お
り
、
半
数
近
く
の

企
業
で
後
継
者
が
不
在
と
な
っ
て
い
る
。

●
賃
上
げ
に
向
け
た
取
組
状
況

　

２
０
２
２
年
か
ら
２
０
２
４
年
ま
で
の

各
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業
の
賃
上
げ
の

実
施
予
定
の
推
移
を
見
た
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
を
見
る
と
、
２
０
２
４
年
度
に
お
い

て
「
業
績
が
好
調
・
改
善
し
て
い
る
た
め

賃
上
げ
を
実
施
予
定
」、
及
び
「
業
績
の
改

善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃
上
げ
を
実
施
予
定
」

と
し
て
い
る
企
業
が
、
ど
ち
ら
も
２
０
２

２
年
度
・
２
０
２
３
年
度
と
比
べ
て
増
加

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
賃
上
げ
に
取

り
組
む
企
業
は
着
実
に
増
加
し
て
い
る
一

方
で
、「
業
績
の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃

上
げ
を
実
施
予
定
」
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る

「
防
衛
的
賃
上
げ
」を
行
う
企
業
が
最
も
多

く
、
36
．９
％
と
な
っ
て
い
る
。（
図
５
）

　

賃
上
げ
を
実
施
す
る
理
由
と
し
て
、「
人

材
の
確
保
・
採
用
」、「
物
価
上
昇
へ
の
対

応
」
を
理
由
に
挙
げ
る
企
業
が
大
半
を
占

め
て
お
り
、
賃
上
げ
の
原
資
と
な
る
業
績

の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
中
で
も
「
防
衛
的

賃
上
げ
」
を
行
う
背
景
と
し
て
、
人
材
採

用
強
化
や
定
着
率
向
上
に
取
り
組
む
必
要

性
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

●
価
格
転
嫁
の
状
況

　

２
０
２
２
年
３
月
、
９
月
、
２
０
２
３

年
３
月
、
９
月
の
各
コ
ス
ト
の
変
動
に
対

す
る
価
格
転
嫁
率
の
推
移
を
見
る
と
、
２

０
２
２
年
３
月
か
ら
２
０
２
３
年
３
月
に

か
け
て
、
価
格
転
嫁
率
（
仕
入
価
格
の
上

昇
分
を
販
売
価
格
に
転
嫁
で
き
て
い
る
割

合
）
の
状
況
は
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト
要
素

も
改
善
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
足
下
の
２
０

２
３
年
９
月
は
一
転
し
て
い
ず
れ
の
コ
ス

ト
要
素
も
２
０
２
３
年
３
月
時
点
か
ら
微

減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
コ

ス
ト
上
昇
が
一
巡
し
た
こ
と
も
受
け
、
価

格
転
嫁
を
不
要
と
考
え
る
企
業
が
増
加
傾

向
に
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。
一
方
で
、

価
格
交
渉
が
可
能
な
取
引
環
境
が
醸
成
さ

れ
つ
つ
あ
り
な
が
ら
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト

要
素
に
つ
い
て
も
十
分
な
価
格
転
嫁
が
で

き
て
い
る
と
は
い
え
な
い
水
準
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
転
嫁
率
向
上
の
た
め
の
取
組
強

化
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
図
６
）

●
生
産
性
向
上
に
向
け
た
省
力
化
投
資

　

人
手
不
足
対
応
の
取
組
と
し
て
、
多
く

の
企
業
で
「
採
用
・
正
社
員
登
用
」
が
行

わ
れ
て
い
る
一
方
、
省
力
化
投
資
を
行
っ

て
い
る
企
業
は
比
較
的
少
数
で
、
中
小
企

業
に
お
け
る
省
力
化
投
資
へ
の
取
組
は
拡

大
の
余
地
が
大
き
い
と
い
え
る
。
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
に
お
い
て
も
、
少
子

高
齢
化
等
に
よ
り
労
働
力
人
口
の
将
来
的

な
供
給
制
約
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
潜
在

成
長
率
を
高
め
る
こ
と
や
、
省
力
化
投
資

に
よ
り
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
と
い

っ
た
、
人
手
不
足
対
応
は
不
可
欠
で
あ
り
、

持
続
的
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
こ
と
に
も

つ
な
が
る
。

概　
要

中
小
企
業
白
書（
抜
粋
）

令
和
５
年
度（
２
０
２
３
年
度
）の

中
小
企
業
の
動
向

第1部

令和6年6月1日



総合 財総合 サービス総合 外食 交通宿泊
20/05 20/09 21/01 21/05 21/09 22/01 22/05 22/09 23/01 23/05 23/09 24/01

資料：（株）ナウキャスト／（株）ジェーシービー「JCB消費NOW」より中小企業庁作成（2024年2月29日時点）
（注）1．2016年度から2018年度の同時期平均と比較した、一人当たり消費金額と消費者数の変化を織り込んだ数値。

2．首都圏1都3県に緊急事態宣言・まん延防止等重点措置が発出されていた期間を灰色で示している。
3．「総合」は消費全体、「財総合」小売業消費全体、「サービス総合」はサービス業消費全体を指す。

（図2） 消費支出の推移（業種別）
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（図3） 生産年齢人口・生産年齢人口（女性）・65～69歳人口における就業率の推移
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政
府
は
、
経
済
産
業
省
・
中
小
企
業

庁
が
と
り
ま
と
め
た
２
０
２
４
年
版
中

小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書
を
５

月
10
日
に
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

　
２
０
２
４
年
版
白
書
で
は
、
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
の
現
状
と
直
面
す

る
課
題
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産

性
の
向
上
に
繋
げ
て
い
く
た
め
の
取
組

や
、
小
規
模
事
業
者
が
売
上
げ
を
確
保

し
、
事
業
の
継
続
に
欠
か
せ
な
い
資
金

と
人
手
を
確
保
す
る
取
組
、
支
援
機
関

の
役
割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
、
分

析
を
行
い
ま
し
た
。

　

第
１
部
で
は
、
能
登
半
島
地
震
の
被

災
地
域
の
状
況
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
と
対
応
の
分
析
に

加
え
、
中
小
企
業
の
現
状
と
直
面
す
る

課
題
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
分
析
を

行
っ
た
。

　

第
２
部
で
は
、
環
境
変
化
を
乗
り
越

え
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産
性
の

向
上
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
取
組
や
、

成
長
に
つ
な
が
り
得
る
投
資
行
動
と
そ

の
た
め
の
資
金
調
達
、
支
援
機
関
の
役

割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
分
析
を
行

っ
た
。

　

２
０
２
３
年
の
第
２
四
半
期
に
お
け

る
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
感
染
症
の
５
類
移

行
に
よ
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
の
回
復
、

半
導
体
不
足
の
緩
和
に
よ
る
輸
出
増
加

を
受
け
、
３
四
半
期
連
続
の
プ
ラ
ス
成

長
と
な
っ
た
。
一
方
で
、
第
３
四
半
期

の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
輸
出
の
増
加
幅
が
縮

小
し
た
ほ
か
、
消
費
や
設
備
投
資
が
弱

含
み
、
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
第
４
四

半
期
に
お
い
て
は
、
設
備
投
資
と
輸
出

が
押
し
上
げ
要
因
と
な
り
、
プ
ラ
ス
に

転
じ
た
（
図
１
）

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

以
降
の
消
費

　

感
染
拡
大
期
に
お
け
る
、
業
種
別
の

消
費
支
出
に
つ
い
て
確
認
す
る
と
、
外

出
自
粛
の
影
響
を
受
け
た
「
宿
泊
」
に

お
い
て
は
２
０
２
０
年
７
月
以
降
に
実

施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ
ト
ラ
ベ
ル
事
業
」、

飲
食
店
の
時
短
営
業
等
の
影
響
を
受
け

た
「
外
食
」
に
お
い
て
は
２
０
２
０
年

10
月
以
降
に
実
施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ

イ
ー
ト
事
業
」
な
ど
、
政
府
の
消
費
喚

起
策
に
よ
っ
て
消
費
の
下
支
え
を
行
っ

た
が
、「
交
通
」
の
消
費
は
、
緊
急
事
態

宣
言
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置
が
発

出
さ
れ
て
い
る
期
間
に
お
い
て
、
感
染

拡
大
前
の
水
準
か
ら
再
度
大
き
く
減
少

し
た
こ
と
が
分
か
る
（
図
２
）。

　

な
お
、
２
０
２
３
年
に
お
い
て
は
、
感

染
拡
大
前
の
水
準
以
上
に
消
費
が
回
復

し
て
い
る
一
方
で
、「
宿
泊
」
や
「
交
通
」

の
消
費
は
戻
り
き
っ
て
い
な
い
。
こ
の

こ
と
か
ら
、
感
染
拡
大
以
降
、
人
々
の

消
費
形
態
に
変
化
が
見
ら
れ
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

●
雇
用
の
動
向

　

完
全
失
業
率
は
２
０
０
２
年
を
ピ
ー
ク

に
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
２
０
０

９
年
、
２
０
１
０
年
に
お
け
る
一
時
的
な

上
昇
を
除
い
て
、
長
期
的
に
は
低
下
傾
向

で
推
移
し
て
き
た
。
２
０
２
０
年
に
入
る

と
、
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
よ
る
影
響
か

ら
上
昇
傾
向
に
転
じ
た
が
、
以
降
は
就
業

者
数
が
緩
や
か
に
増
加
し
た
こ
と
に
伴
い
、

低
下
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
。

　

生
産
年
齢
人
口
・
生
産
年
齢
人
口
（
女

性
）・
65
〜
69
歳
人
口
に
お
け
る
就
業
率
の

推
移
を
見
る
と
、
生
産
年
齢
人
口
は
長
期

的
に
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
女
性
の
生
産

年
齢
人
口
の
就
業
者
数
や
、
高
齢
者
で
あ

る
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は
共
に
増

加
し
、
就
業
率
も
上
昇
し
て
き
た
こ
と
が

分
か
る
。
し
か
し
、
２
０
１
９
年
か
ら
足

下
の
２
０
２
３
年
に
か
け
て
は
、
女
性
の

生
産
年
齢
人
口
の
就
業
者
数
は
横
ば
い
で

推
移
し
、
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は

減
少
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か

ら
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
進
む
中
で
、

労
働
力
を
女
性
・
高
齢
者
か
ら
補
う
形
で

全
体
の
就
業
者
数
が
維
持
さ
れ
て
き
た
も

の
の
、
足
下
で
は
そ
れ
も
頭
打
ち
と
な
り
、

人
材
の
供
給
制
約
に
直
面
し
て
い
る
こ
と

が
考
え
ら
れ
る
。（
図
３
）

　

ま
た
、
外
国
人
労
働
者
数
は
、
感
染
症

の
感
染
拡
大
の
影
響
に
よ
り
、
２
０
２
０

年
か
ら
２
０
２
２
年
に
か
け
て
上
昇
幅
が

小
さ
く
な
っ
た
が
、
足
下
で
は
急
激
に
増

大
し
、
２
０
２
３
年
1
0
月
末
時
点
で
は

２
０
４
．９
万
人
と
な
っ
て
い
る
。生
産
年

齢
人
口
に
お
け
る
外
国
人
人
口
の
将
来
推

計
を
見
る
と
、
国
内
の
生
産
年
齢
人
口
全

体
の
う
ち
、
日
本
人
人
口
が
減
少
し
て
い

く
中
で
、
外
国
人
人
口
が
増
加
し
て
い
き
、

生
産
年
齢
人
口
全
体
に
占
め
る
比
率
は
２

０
２
０
年
の
３
．１
％
か
ら
２
０
７
０
年
に

は
14
．９
％
ま
で
上
昇
す
る
こ
と
が
、推
計

値
か
ら
予
想
さ
れ
る
。

●
事
業
承
継

　

経
営
者
年
齢
の
分
布
の
状
況
を
見
る
と
、

２
０
０
０
年
の
経
営
者
年
齢
の
ピ
ー
ク（
最

も
多
い
層
）
が
「
50
〜
54
歳
」
で
あ
っ
た
が
、

５
年
経
過
す
る
ご
と
に
ピ
ー
ク
が
移
動

し
、
２
０
１
５
年
に
は
「
65
〜
69
歳
」
が
ピ

ー
ク
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３

年
に
は
「
55
〜
59
歳
」
を
ピ
ー
ク
と
し
て

分
散
し
て
い
る
状
況
が
確
認
で
き
る
。
こ

の
こ
と
か
ら
、
経
営
者
年
齢
の
分
布
が
平

準
化
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
一
方
で
、

経
営
者
年
齢
が
70
歳
以
上
で
あ
る
企
業
の

割
合
は
２
０
０
０
年
以
降
最
高
と
な
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
事
業
承
継
が
必
要
と
な

る
企
業
は
依
然
と
し
て
相
当
程
度
存
在
し

て
い
る
。（
図
４
）

　

中
小
企
業
の
後
継
者
不
在
率
の
状
況
と

し
て
は
、
２
０
１
８
年
以
降
減
少
傾
向
に

あ
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３
年
時
点
で
も

54
．５
％
と
な
っ
て
お
り
、
半
数
近
く
の

企
業
で
後
継
者
が
不
在
と
な
っ
て
い
る
。

●
賃
上
げ
に
向
け
た
取
組
状
況

　

２
０
２
２
年
か
ら
２
０
２
４
年
ま
で
の

各
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業
の
賃
上
げ
の

実
施
予
定
の
推
移
を
見
た
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
を
見
る
と
、
２
０
２
４
年
度
に
お
い

て
「
業
績
が
好
調
・
改
善
し
て
い
る
た
め

賃
上
げ
を
実
施
予
定
」、
及
び
「
業
績
の
改

善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃
上
げ
を
実
施
予
定
」

と
し
て
い
る
企
業
が
、
ど
ち
ら
も
２
０
２

２
年
度
・
２
０
２
３
年
度
と
比
べ
て
増
加

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
賃
上
げ
に
取

り
組
む
企
業
は
着
実
に
増
加
し
て
い
る
一

方
で
、「
業
績
の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃

上
げ
を
実
施
予
定
」
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る

「
防
衛
的
賃
上
げ
」を
行
う
企
業
が
最
も
多

く
、
36
．９
％
と
な
っ
て
い
る
。（
図
５
）

　

賃
上
げ
を
実
施
す
る
理
由
と
し
て
、「
人

材
の
確
保
・
採
用
」、「
物
価
上
昇
へ
の
対

応
」
を
理
由
に
挙
げ
る
企
業
が
大
半
を
占

め
て
お
り
、
賃
上
げ
の
原
資
と
な
る
業
績

の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
中
で
も
「
防
衛
的

賃
上
げ
」
を
行
う
背
景
と
し
て
、
人
材
採

用
強
化
や
定
着
率
向
上
に
取
り
組
む
必
要

性
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

●
価
格
転
嫁
の
状
況

　

２
０
２
２
年
３
月
、
９
月
、
２
０
２
３

年
３
月
、
９
月
の
各
コ
ス
ト
の
変
動
に
対

す
る
価
格
転
嫁
率
の
推
移
を
見
る
と
、
２

０
２
２
年
３
月
か
ら
２
０
２
３
年
３
月
に

か
け
て
、
価
格
転
嫁
率
（
仕
入
価
格
の
上

昇
分
を
販
売
価
格
に
転
嫁
で
き
て
い
る
割

合
）
の
状
況
は
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト
要
素

も
改
善
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
足
下
の
２
０

２
３
年
９
月
は
一
転
し
て
い
ず
れ
の
コ
ス

ト
要
素
も
２
０
２
３
年
３
月
時
点
か
ら
微

減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
コ

ス
ト
上
昇
が
一
巡
し
た
こ
と
も
受
け
、
価

格
転
嫁
を
不
要
と
考
え
る
企
業
が
増
加
傾

向
に
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。
一
方
で
、

価
格
交
渉
が
可
能
な
取
引
環
境
が
醸
成
さ

れ
つ
つ
あ
り
な
が
ら
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト

要
素
に
つ
い
て
も
十
分
な
価
格
転
嫁
が
で

き
て
い
る
と
は
い
え
な
い
水
準
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
転
嫁
率
向
上
の
た
め
の
取
組
強

化
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
図
６
）

●
生
産
性
向
上
に
向
け
た
省
力
化
投
資

　

人
手
不
足
対
応
の
取
組
と
し
て
、
多
く

の
企
業
で
「
採
用
・
正
社
員
登
用
」
が
行

わ
れ
て
い
る
一
方
、
省
力
化
投
資
を
行
っ

て
い
る
企
業
は
比
較
的
少
数
で
、
中
小
企

業
に
お
け
る
省
力
化
投
資
へ
の
取
組
は
拡

大
の
余
地
が
大
き
い
と
い
え
る
。
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
に
お
い
て
も
、
少
子

高
齢
化
等
に
よ
り
労
働
力
人
口
の
将
来
的

な
供
給
制
約
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
潜
在

成
長
率
を
高
め
る
こ
と
や
、
省
力
化
投
資

に
よ
り
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
と
い

っ
た
、
人
手
不
足
対
応
は
不
可
欠
で
あ
り
、

持
続
的
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
こ
と
に
も

つ
な
が
る
。

令和6年6月1日
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資料：（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」再編加工
（注）1．ここでいう中小企業とは、中小企業基本法に定める「中小企業者」のことを指す。なお、企業規模は企業概要ファイルの情報に
基づき分類している。　2．データの制約上、「2000年」については、2001年1月更新時点のデータを利用し、ほかの系列については毎年
12月更新時点の企業概要ファイルを使用している。

（図4） 中小企業の経営者年齢の分布（年代別）
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資料：日本商工会議所・東京商工会議所「最低賃金引上げの影響および中小企業の賃上げに関する調査」（2022年4月5日）、「最低賃金および
中小企業の賃金・雇用に関する調査」（2023年3月28日）、「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」（2024年2月14日）

（図5） 中小企業における賃上げの実施予定

業績が好調・改善しているため賃上げを実施予定 賃上げを見送る予定（引き下げる予定の場合を含む）
業績の改善が見られないが賃上げを実施予定 無回答
現時点では未定

資料：中小企業庁「価格交渉促進月間フォローアップ調査」
（注）1．2022年3月、9月、2023年3月、9月の調査における、価格転嫁率の平均値を算出したもの。　2．主要な発注側企業（最大3社）
との間で、直近6か月のコスト上昇分のうち、何割を価格転嫁できたかの回答について、発注側の企業ごとに名寄せ·単純平均したもの。

（図6） 各コストの変動に対する価格転嫁率の推移
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5

　
政
府
は
、
経
済
産
業
省
・
中
小
企
業

庁
が
と
り
ま
と
め
た
２
０
２
４
年
版
中

小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書
を
５

月
10
日
に
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

　
２
０
２
４
年
版
白
書
で
は
、
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
の
現
状
と
直
面
す

る
課
題
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産

性
の
向
上
に
繋
げ
て
い
く
た
め
の
取
組

や
、
小
規
模
事
業
者
が
売
上
げ
を
確
保

し
、
事
業
の
継
続
に
欠
か
せ
な
い
資
金

と
人
手
を
確
保
す
る
取
組
、
支
援
機
関

の
役
割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
、
分

析
を
行
い
ま
し
た
。

　

第
１
部
で
は
、
能
登
半
島
地
震
の
被

災
地
域
の
状
況
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
と
対
応
の
分
析
に

加
え
、
中
小
企
業
の
現
状
と
直
面
す
る

課
題
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
分
析
を

行
っ
た
。

　

第
２
部
で
は
、
環
境
変
化
を
乗
り
越

え
、
経
営
資
源
を
確
保
し
て
生
産
性
の

向
上
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
取
組
や
、

成
長
に
つ
な
が
り
得
る
投
資
行
動
と
そ

の
た
め
の
資
金
調
達
、
支
援
機
関
の
役

割
と
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
分
析
を
行

っ
た
。

　

２
０
２
３
年
の
第
２
四
半
期
に
お
け

る
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
感
染
症
の
５
類
移

行
に
よ
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
の
回
復
、

半
導
体
不
足
の
緩
和
に
よ
る
輸
出
増
加

を
受
け
、
３
四
半
期
連
続
の
プ
ラ
ス
成

長
と
な
っ
た
。
一
方
で
、
第
３
四
半
期

の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
輸
出
の
増
加
幅
が
縮

小
し
た
ほ
か
、
消
費
や
設
備
投
資
が
弱

含
み
、
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
第
４
四

半
期
に
お
い
て
は
、
設
備
投
資
と
輸
出

が
押
し
上
げ
要
因
と
な
り
、
プ
ラ
ス
に

転
じ
た
（
図
１
）

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

以
降
の
消
費

　

感
染
拡
大
期
に
お
け
る
、
業
種
別
の

消
費
支
出
に
つ
い
て
確
認
す
る
と
、
外

出
自
粛
の
影
響
を
受
け
た
「
宿
泊
」
に

お
い
て
は
２
０
２
０
年
７
月
以
降
に
実

施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ
ト
ラ
ベ
ル
事
業
」、

飲
食
店
の
時
短
営
業
等
の
影
響
を
受
け

た
「
外
食
」
に
お
い
て
は
２
０
２
０
年

10
月
以
降
に
実
施
さ
れ
た
「
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ

イ
ー
ト
事
業
」
な
ど
、
政
府
の
消
費
喚

起
策
に
よ
っ
て
消
費
の
下
支
え
を
行
っ

た
が
、「
交
通
」
の
消
費
は
、
緊
急
事
態

宣
言
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置
が
発

出
さ
れ
て
い
る
期
間
に
お
い
て
、
感
染

拡
大
前
の
水
準
か
ら
再
度
大
き
く
減
少

し
た
こ
と
が
分
か
る
（
図
２
）。

　

な
お
、
２
０
２
３
年
に
お
い
て
は
、
感

染
拡
大
前
の
水
準
以
上
に
消
費
が
回
復

し
て
い
る
一
方
で
、「
宿
泊
」
や
「
交
通
」

の
消
費
は
戻
り
き
っ
て
い
な
い
。
こ
の

こ
と
か
ら
、
感
染
拡
大
以
降
、
人
々
の

消
費
形
態
に
変
化
が
見
ら
れ
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

●
雇
用
の
動
向

　

完
全
失
業
率
は
２
０
０
２
年
を
ピ
ー
ク

に
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
２
０
０

９
年
、
２
０
１
０
年
に
お
け
る
一
時
的
な

上
昇
を
除
い
て
、
長
期
的
に
は
低
下
傾
向

で
推
移
し
て
き
た
。
２
０
２
０
年
に
入
る

と
、
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
よ
る
影
響
か

ら
上
昇
傾
向
に
転
じ
た
が
、
以
降
は
就
業

者
数
が
緩
や
か
に
増
加
し
た
こ
と
に
伴
い
、

低
下
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
。

　

生
産
年
齢
人
口
・
生
産
年
齢
人
口
（
女

性
）・
65
〜
69
歳
人
口
に
お
け
る
就
業
率
の

推
移
を
見
る
と
、
生
産
年
齢
人
口
は
長
期

的
に
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
女
性
の
生
産

年
齢
人
口
の
就
業
者
数
や
、
高
齢
者
で
あ

る
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は
共
に
増

加
し
、
就
業
率
も
上
昇
し
て
き
た
こ
と
が

分
か
る
。
し
か
し
、
２
０
１
９
年
か
ら
足

下
の
２
０
２
３
年
に
か
け
て
は
、
女
性
の

生
産
年
齢
人
口
の
就
業
者
数
は
横
ば
い
で

推
移
し
、
65
〜
69
歳
人
口
の
就
業
者
数
は

減
少
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か

ら
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
進
む
中
で
、

労
働
力
を
女
性
・
高
齢
者
か
ら
補
う
形
で

全
体
の
就
業
者
数
が
維
持
さ
れ
て
き
た
も

の
の
、
足
下
で
は
そ
れ
も
頭
打
ち
と
な
り
、

人
材
の
供
給
制
約
に
直
面
し
て
い
る
こ
と

が
考
え
ら
れ
る
。（
図
３
）

　

ま
た
、
外
国
人
労
働
者
数
は
、
感
染
症

の
感
染
拡
大
の
影
響
に
よ
り
、
２
０
２
０

年
か
ら
２
０
２
２
年
に
か
け
て
上
昇
幅
が

小
さ
く
な
っ
た
が
、
足
下
で
は
急
激
に
増

大
し
、
２
０
２
３
年
1
0
月
末
時
点
で
は

２
０
４
．９
万
人
と
な
っ
て
い
る
。生
産
年

齢
人
口
に
お
け
る
外
国
人
人
口
の
将
来
推

計
を
見
る
と
、
国
内
の
生
産
年
齢
人
口
全

体
の
う
ち
、
日
本
人
人
口
が
減
少
し
て
い

く
中
で
、
外
国
人
人
口
が
増
加
し
て
い
き
、

生
産
年
齢
人
口
全
体
に
占
め
る
比
率
は
２

０
２
０
年
の
３
．１
％
か
ら
２
０
７
０
年
に

は
14
．９
％
ま
で
上
昇
す
る
こ
と
が
、推
計

値
か
ら
予
想
さ
れ
る
。

●
事
業
承
継

　

経
営
者
年
齢
の
分
布
の
状
況
を
見
る
と
、

２
０
０
０
年
の
経
営
者
年
齢
の
ピ
ー
ク（
最

も
多
い
層
）
が
「
50
〜
54
歳
」
で
あ
っ
た
が
、

５
年
経
過
す
る
ご
と
に
ピ
ー
ク
が
移
動

し
、
２
０
１
５
年
に
は
「
65
〜
69
歳
」
が
ピ

ー
ク
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３

年
に
は
「
55
〜
59
歳
」
を
ピ
ー
ク
と
し
て

分
散
し
て
い
る
状
況
が
確
認
で
き
る
。
こ

の
こ
と
か
ら
、
経
営
者
年
齢
の
分
布
が
平

準
化
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
一
方
で
、

経
営
者
年
齢
が
70
歳
以
上
で
あ
る
企
業
の

割
合
は
２
０
０
０
年
以
降
最
高
と
な
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
事
業
承
継
が
必
要
と
な

る
企
業
は
依
然
と
し
て
相
当
程
度
存
在
し

て
い
る
。（
図
４
）

　

中
小
企
業
の
後
継
者
不
在
率
の
状
況
と

し
て
は
、
２
０
１
８
年
以
降
減
少
傾
向
に

あ
る
。
し
か
し
、
２
０
２
３
年
時
点
で
も

54
．５
％
と
な
っ
て
お
り
、
半
数
近
く
の

企
業
で
後
継
者
が
不
在
と
な
っ
て
い
る
。

●
賃
上
げ
に
向
け
た
取
組
状
況

　

２
０
２
２
年
か
ら
２
０
２
４
年
ま
で
の

各
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業
の
賃
上
げ
の

実
施
予
定
の
推
移
を
見
た
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
を
見
る
と
、
２
０
２
４
年
度
に
お
い

て
「
業
績
が
好
調
・
改
善
し
て
い
る
た
め

賃
上
げ
を
実
施
予
定
」、
及
び
「
業
績
の
改

善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃
上
げ
を
実
施
予
定
」

と
し
て
い
る
企
業
が
、
ど
ち
ら
も
２
０
２

２
年
度
・
２
０
２
３
年
度
と
比
べ
て
増
加

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
賃
上
げ
に
取

り
組
む
企
業
は
着
実
に
増
加
し
て
い
る
一

方
で
、「
業
績
の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
が
賃

上
げ
を
実
施
予
定
」
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る

「
防
衛
的
賃
上
げ
」を
行
う
企
業
が
最
も
多

く
、
36
．９
％
と
な
っ
て
い
る
。（
図
５
）

　

賃
上
げ
を
実
施
す
る
理
由
と
し
て
、「
人

材
の
確
保
・
採
用
」、「
物
価
上
昇
へ
の
対

応
」
を
理
由
に
挙
げ
る
企
業
が
大
半
を
占

め
て
お
り
、
賃
上
げ
の
原
資
と
な
る
業
績

の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
中
で
も
「
防
衛
的

賃
上
げ
」
を
行
う
背
景
と
し
て
、
人
材
採

用
強
化
や
定
着
率
向
上
に
取
り
組
む
必
要

性
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

●
価
格
転
嫁
の
状
況

　

２
０
２
２
年
３
月
、
９
月
、
２
０
２
３

年
３
月
、
９
月
の
各
コ
ス
ト
の
変
動
に
対

す
る
価
格
転
嫁
率
の
推
移
を
見
る
と
、
２

０
２
２
年
３
月
か
ら
２
０
２
３
年
３
月
に

か
け
て
、
価
格
転
嫁
率
（
仕
入
価
格
の
上

昇
分
を
販
売
価
格
に
転
嫁
で
き
て
い
る
割

合
）
の
状
況
は
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト
要
素

も
改
善
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
足
下
の
２
０

２
３
年
９
月
は
一
転
し
て
い
ず
れ
の
コ
ス

ト
要
素
も
２
０
２
３
年
３
月
時
点
か
ら
微

減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
コ

ス
ト
上
昇
が
一
巡
し
た
こ
と
も
受
け
、
価

格
転
嫁
を
不
要
と
考
え
る
企
業
が
増
加
傾

向
に
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。
一
方
で
、

価
格
交
渉
が
可
能
な
取
引
環
境
が
醸
成
さ

れ
つ
つ
あ
り
な
が
ら
、
い
ず
れ
の
コ
ス
ト

要
素
に
つ
い
て
も
十
分
な
価
格
転
嫁
が
で

き
て
い
る
と
は
い
え
な
い
水
準
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
転
嫁
率
向
上
の
た
め
の
取
組
強

化
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
図
６
）

●
生
産
性
向
上
に
向
け
た
省
力
化
投
資

　

人
手
不
足
対
応
の
取
組
と
し
て
、
多
く

の
企
業
で
「
採
用
・
正
社
員
登
用
」
が
行

わ
れ
て
い
る
一
方
、
省
力
化
投
資
を
行
っ

て
い
る
企
業
は
比
較
的
少
数
で
、
中
小
企

業
に
お
け
る
省
力
化
投
資
へ
の
取
組
は
拡

大
の
余
地
が
大
き
い
と
い
え
る
。
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
に
お
い
て
も
、
少
子

高
齢
化
等
に
よ
り
労
働
力
人
口
の
将
来
的

な
供
給
制
約
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
潜
在

成
長
率
を
高
め
る
こ
と
や
、
省
力
化
投
資

に
よ
り
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
と
い

っ
た
、
人
手
不
足
対
応
は
不
可
欠
で
あ
り
、

持
続
的
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
こ
と
に
も

つ
な
が
る
。

令和6年6月1日
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協会けんぽ鳥取支部からのお知らせ

鳥取県と協会けんぽ鳥取支部は協働で、事業所と社員の健康づくりを推進していく取り組みとして、「健康経営マイレー
ジ事業」を実施しています。健康経営を継続して取り組んでいただけるよう、様々な健康づくりを手助けする資料の提供
や担当者向けの研修会やセミナー開催等のサポートを行っています。
さらに、表彰制度を設けており、1年間に取り組んでいただいた健康づくり内容に応じて「鳥取県知事表彰」・「協会けん
ぽ鳥取支部長表彰」を行っています。

健康経営マイレージ事業とは？

参加条件はありません。協会けんぽ加入事業所であれば、皆
さま参加できます！
まずは、「社員の健康づくり宣言」を協会けんぽ鳥取支部へ
FAX（0857‐25‐0060）や郵送でご提出ください。
ご提出後、事業所へ「認定証」や「事例集」など、健康づくり
をサポートするお役立ちセットをお届けします！

どうやって事業に参加するの？

事業所で取り組む健康づくりの目標を明確にしましょう。協会けんぽでは、簡単に目
標を設定するための『社員の健康づくりステップアップシート』をご用意しています。
シートでは、5つの健康に関する目標プランの中から、事業所の状況にあった目標を
選び、FAX（0857‐25‐0060）か郵送で鳥取支部に提出していただきます。

事業の効果は様々なかたちで表れていますが、基礎となる生活
習慣や健康リスク面ではまだ効果として出ていません。将来的な
医療費の上昇や保険料率の上昇を防ぐために「ステップアップシ
ート」のご提出をお願いいたします！

参加事業所は健診受診率が高く、病気の早期発
見・重症化予防につながり、医療費が低くなっ
ていると考えられます。また、その効果は保険
料率にも表れており、令和6年度健康保険料率
も9.68％と中四国地区で最も低い料率となって
います。

参加したその後は？

健康経営マイレージ事業の効果と課題

こちらから
『社員の健康づくり宣言書』

をダウンロード！↓

吉田支部長

睡眠
要改善

％

40.6

39.9

運動
不足

％

80.8

80.3

喫煙率

％

27.3

26.5

血圧
リスク
保有
％

47.2

47.6

外来費

円

102,718

109,557

入院費

円

53,329

58,226

健診
受診率

％

72.8

48.3

単位

参加事業所

未参加事業所

協会けんぽと「会社の健康づくり」を始めてみませんか？
　鳥取県中小企業団体中央会ならびに会員の皆さまには、日頃、協会けんぽの事業に対しご理解
ご協力をいただいておりますことをお礼申し上げます。
　今回、「健康経営マイレージ事業」への参加とステップアップについてご案内致します。健康経
営は、人材の確保や生産性の向上、さらには健康保険料負担の軽減にもつながります。ぜひ、多
くの事業主の皆さまの事業へのご協力をお願い申し上げます。

全国健康保険協会（協会けんぽ）って？
主に中小企業を対象とした医療保険を運営しています。
本部と各都道府県に1つの支部で構成されており、支部単位で
地域の実情に応じた取り組みを実施しています。

協会けんぽ加入者数
令和 年 月時点データ

全国 約 万事業所
約 万人

鳥取支部 約 万 事業所
約 万人

お問い合わせ先
〒680-8560　鳥取市今町2－112
アクティ日ノ丸総本社ビル 5階
TEL︓0857-25-0051

（令和3年度健診受診率、被保険者一人当たり医療費の比較）

協会けんぽ
全国健康保険協会 鳥取支部
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こ
ん
な
事
業
を
活
用
し
て
み
ま
せ
ん
か
？

令
和
6
年
度 

中
央
会
支
援
事
業

知
っ
て
得
す
る！

支
援
希
望
組
合
等
を
募
集

第
1
回
募
集
期
間

　
　

４
月
１
日
〜
６
月
30
日

中 央 会 支 援 事 業

① 

連
携
組
織
活
性
化
サ
ポ
ー
ト
事
業

【
内
容
】組
合
等
連
携
組
織
が
直
面
す
る
問

題
の
解
決
や
組
合
の
活
性
化
に
資
す
る
取

り
組
み
な
ど
総
合
的
に
支
援

【
対
象
経
費
】謝
金
、旅
費
、原
材
料
費
、借

損
料
、通
信
運
搬
費
、消
耗
品
費
等

【
支
援
上
限
額
】１
６
０
，０
０
０
円

【
自
己
負
担
割
合
】総
事
業
費
の
３
分
の
１

② 

鳥
取
県
産
業
未
来
共
創
事
業

【
内
容
】新
た
な
事
業
展
開
、生
産
性
向
上

に
資
す
る
取
組
み
を
支
援

【
支
援
対
象
】県
内
中
小
企
業
者
・
小
規
模

事
業
者

【
対
象
事
業
】①
商
品
開
発
・
販
路
開
拓
等
、

②
設
備
投
資

※
県
の
予
算
状
況
に
よ
り
変
更
と
な
る
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。

鳥
取
県
連
携
協
定
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
事
業

〈
専
門
家
派
遣
事
業
〉

【
内
容
】中
小
企
業
診
断
士
等
の
専
門
家
よ

り
助
言
を
う
け
、新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

の
構
築
を
図
っ
て
い
く
た
め
の
支
援

【
対
象
経
費
】専
門
家
謝
金
・
旅
費
、消
耗
品
等

【
支
援
上
限
額
】３
６
１
，０
０
０
円

〈
先
進
事
例
調
査
研
究
〉

【
内
容
】人
材
確
保
難
や
地
域
課
題
対
応
な

ど
に
つ
い
て
、県
内
外
の
先
進
事
例
調
査
研

究
を
行
い
取
り
組
み
の
一
助
に
な
る
よ
う
支

援
【
対
象
経
費
】委
員
旅
費
、会
場
借
料

【
支
援
上
限
額
】２
６
０
，０
０
０
円

人
材
確
保
・
定
着
支
援
事

【
内
容
】業
界
の
P
R
映
像
を
制
作
し
、人
材

確
保
を
行
う
組
合
に
対
す
る
支
援

【
支
援
対
象
】中
小
企
業
者
・
小
規
模
事
業
者

【
対
象
経
費
】検
討
委
員
会
開
催
費
用
、Ｐ
Ｒ

映
像
制
作
費

【
補
助
上
限
額
】 

５
０
０
，０
０
０
円

【
自
己
負
担
割
合
】Ｐ
Ｒ
映
像
制
作
費
の
３
分

の
１

【
募
集
件
数
】２
組
合

　

事
業
承
継
円
滑
化
支
援
事
業

【
内
容
】経
営
資
源
を
見
え
る
化
し
、事
業
を

円
滑
に
承
継
す
る
た
め
の
支
援

【
自
己
負
担
割
合
】自
己
負
担
な
し

組
合
Ｂ
Ｃ
Ｐ
作
成
支
援
事
業

【
内
容
】震
災
や
豪
雨
、サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

分
断
の
影
響
な
ど
リ
ス
ク
対
応
と
し
て
の
事

業
継
続
計
画
作
成
を
支
援

【
支
援
上
限
額
】５
７
０
，０
０
０
円

【
募
集
件
数
】１
組
合

① 

国
内
販
促
ツ
ー
ル
作
成
支
援
事
業

【
内
容
】販
路
開
拓
の
取
組
み
を
行
う
組
合

等
に
対
す
る
支
援

【
支
援
上
限
額
】４
７
０
，０
０
０
円

【
自
己
負
担
割
合
】総
事
業
費
の
３
分
の
１

【
募
集
件
数
】２
連
携
組
織

② 

商
談
会
等
参
加
支
援
事
業

【
内
容
】当
会
の
指
定
す
る
商
談
会
等
に
出

組
合
等
の『
諸
問
題
解
決
』や『
新
た

な
取
組
み
』を
支
援

物
価
高
騰
、人
材
確
保
等
地
域
課
題

の
解
決
を
支
援

組
合
員
の『
人
材
確
保
』の
た
め
の
取

組
み
を
支
援

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
対
応
に
よ
る
経
営
強
化
を

支
援

『
デ
ジ
タ
ル
化
』に
よ
る
経
営
強
化
を

支
援

海
外
へ
の
商
圏
拡
大
を
支
援

組
合・組
合
員
の『
事
業
承
継
』を
支
援

リ
ス
ク
発
生
に
対
応
す
る『
事
業
継

続
計
画
』作
成
を
支
援

県
外
の
商
談
会
等
に
参
加
し
て『
販

路
開
拓
』を
支
援

※
総
事
業
費
と
は
、対
象
と
な
る
事
業
に
要
す

　
る
経
費
を
い
い
ま
す
。

※
詳
細
は
本
会
ま
で
お
問
合
せ
下
さ
い
。

展
し
、販
路
開
拓
を
行
お
う
と
す
る
組
合

等
に
対
す
る
支
援

【
支
援
上
限
額
】９
０
０
，０
０
０
円

【
募
集
件
数
】２
連
携
組
織

海
外
展
開
販
促
ツ
ー
ル
作
成
支
援

【
内
容
】海
外
へ
の
商
圏
拡
大
に
取
り
組
む
組

合
等
に
対
す
る
支
援

【
支
援
上
限
額
】３
０
０
，０
０
０
円

【
募
集
件
数
】２
連
携
組
織

連
携
組
織
Ｄ
Ｘ
対
応
支
援
事
業

【
内
容
】デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ

ン（
D
X
）に
よ
る
事
業
の
効
率
化
、事
業
活

動
の
向
上
を
支
援

【
支
援
上
限
額
】１
３
０
，０
０
０
円

【
募
集
件
数
】２
連
携
組
織

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ・
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
普

及
・
対
応
支
援
事
業

【
内
容
】Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
や
脱
炭
素
化
社
会
に
向
け

た
取
り
組
み
を
支
援

【
支
援
上
限
額
】１
３
０
，０
０
０
円

【
募
集
件
数
】２
連
携
組
織

令和6年6月1日
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ちいき組合情報

と
っ
と
り
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
企
業
セ
ミ
ナ
ー

　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

＆
個
別
相
談
会
開
催
！

個別相談会の様子

　
本
会
で
は
鳥
取
県
よ
り
受
託
し
て
い
る

「
と
っ
と
り
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
推
進
事
業
」

に
お
い
て
、県
内
企
業
を
対
象
に
セ
ミ
ナ
ー

及
び
個
別
相
談
会
を
開
催
し
た
。

　
企
業
セ
ミ
ナ
ー（
初
級
編
・
ス
テ
ッ
プ
ア

ッ
プ
編
）は
、５
月
10
日
に
、㈱
マ
イ
ナ
ビ

就
職
情
報
事
業
本
部
・
地
域
人
材
支
援
担
当

部
長
・
村
上
弘
幸
氏
を
講
師
に
迎
え
オ
ン
ラ

イ
ン
で
開
催
し
た
。
最
初
に
初
級
編
と
し

て
、「
初
め
て
で
も
取
り
組
み
や
す
く
効
果

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
、学
生
が
魅
力
を
感
じ
る

内
容
」、引
き
続
き
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
編
と

し
て「
５
日
間
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
好
事
例
、効

果
的
な
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
、参
加
後
の
学
生

と
の
関
係
づ
く
り
な
ど
」に
つ
い
て
講
演
を

行
っ
た
。

　
個
別
相
談
会
で
は
鳥
取
会
場
は
５
月
23

日
に
鳥
取
県
立
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
、米
子

会
場
は
５
月
24
日
に
鳥
取
県
西
部
総
合
事

務
所
で
開
催
し
、２
日
間
で
合
計
21
社
が
相

談
に
訪
れ
、㈱
マ
イ
ナ
ビ
担
当
者
よ
り
、効

果
的
な
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
実
施
方
法
等

に
つ
い
て
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
。

　
　
　
　
　
　
　
　
（
組
織
支
援
部　
亀
井
）

創
立
40
周
年
を

　
　
　

盛
大
に
祝
う

　
鳥
取
県
西
部
ト
ラ
ッ
ク
事
業
協
同
組

合（
理
事
長
・
川
上
和
人
氏
）は
、
5
月

18
日
、
米
子
市
「
米
子
ワ
シ
ン
ト
ン
ホ

テ
ル
プ
ラ
ザ
」
に
お
い
て
創
立
40
周
年

記
念
式
典
・
祝
賀
会
を
開
催
し
た
。

　
最
初
に
組
合
功
労
者
へ
の
感
謝
状
贈

呈
・
優
秀
社
員
表
彰
が
行
わ
れ
た
後
、川

上
理
事
長
が
組
合
を
代
表
し
て
挨
拶
、

昭
和
59
年
の
創
立
か
ら
40
年
に
わ
た
る

組
合
活
動
を
振
り
返
っ
た
。
続
い
て
赤

沢
財
務
副
大
臣
を
は
じ
め
多
く
の
来
賓

か
ら
祝
辞
を
受
け
る
な
ど
、
来
賓
、
組

合
員
企
業
等
で
創
立
40
周
年
の
節
目
を

盛
大
に
祝
っ
た
。

　
　
　
　
　
　
　

 （
企
画
振
興
部　
森
本
）創立４０周年記念式典・祝賀会の様子

会場の様子

　
鳥
取
県
東
部
中
小
企
業
青
年
中
央
会（
会

長
・
岡
大
輔
氏
）は
、４
月
21
日
、鳥
取
市「
鳥

取
県
立
布
勢
総
合
運
動
公
園
」（
ヤ
マ
タ
ス
ポ

ー
ツ
パ
ー
ク
）に
お
い
て「
第
20
回
湖
山
池

フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
」を
開
催
し
た
。

　
当
イ
ベ
ン
ト
は
、子
供
た
ち
を
中
心
に
家

族
み
ん
な
が
楽
し
み
、地
元
鳥
取
の
中
小
企

業
を
地
域
の
人
々
に
身
近
に
感
じ
て
も
ら
う

こ
と
を
目
的
と
し
、今
年
度
は「
チ
ャ
レ
ン

ジ
Ｊ
Ｏ
Ｙ
〜
で
き
っ
こ
な
い
を
や
ら
な
く
ち

ゃ
〜
」を
テ
ー
マ
に
実
施
。今
回
で
20
回
目

の
開
催
を
迎
え
た
。

　
会
場
で
は
、お
薬
屋
さ
ん
体
験
や
大
工
さ

ん
体
験
な
ど
様
々
な
お
仕
事
体
験
ブ
ー
ス
、

ト
ラ
ン
ポ
リ
ン
体
験
や
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
カ

ー
ド
ゲ
ー
ム
な
ど
の
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
ブ
ー

ス
の
ほ
か
、グ
ル
メ
屋
台
村
の
出
店
な
ど
盛

り
だ
く
さ
ん
の
イ
ベ
ン
ト
と
な
り
、多
く
の

親
子
が
来
場
し
賑
わ
い
を
見
せ
た
。

　
高
橋
央
実
行
委
員
長
は「
天
候
の
影
響
に

よ
り
布
勢
総
合
運
動
公
園
の
み
の
開
催
と
な

っ
た
が
、多
く
の
方
が
来
場
し
、楽
し
そ
う

な
表
情
を
見
ら
れ
非
常
に
嬉
し
い
。今
後
も

会
員
一
丸
と
な
っ
て
地
域
を
元
気
に
、そ
し

て
未
来
を
担
う
子
供
た
ち
を
笑
顔
に
す
る
こ

と
を
目
標
に
企
画
や
運
営
を
行
っ
て
い
き
た

い
」と
抱
負
を
述
べ
た
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
企
画
振
興
部　
安
陪
）

第
２０
回
湖
山
池
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
を
開
催
！

令和6年6月1日
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【2024年6月スタート】定額減税について
◆ 定額減税とは？
　「定額減税」は、日本政府が「デフレ完全脱却のための総合経済対策」の一環として導入した
制度です。この制度は、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和する目的で、
令和6年分の所得税及び令和6年度分の個人住民税の減税が実施されます。具体的には、納税者
及び配偶者を含めた扶養家族1人につき、令和6年分の所得税3万円、令和6年度分の個人住民
税1万円の減税を行うこととされました。

◆ 定額減税を受けることができる方
定額減税を受けることができる方は、次のいずれにも該当する方です。
•令和６年分の所得税の納税者である方（居住者に限ります。）
•令和６年分の所得税に係る合計所得金額が1,805万円以下である方

◆ 定額減税額
定額減税額は、次のイとロの合計額です。
（１）所得税
　　イ　本人（居住者に限ります。） 30,000円
　　ロ　同一生計配偶者又は扶養親族（いずれも居住者に限ります。)  １人につき30,000円

※合計額が所得税額を超える場合には、その所得税額が限度となります。

（２）個人住民税
　　イ　本人（居住者に限ります。） 10,000円
　　ロ　同一生計配偶者又は扶養親族（いずれも居住者に限ります。)  １人につき10,000円

※各市町村により計算され、2024年7月分から2025年5月分までの11ヶ月に分割して徴収されます。

（注） 合計所得金額が1,805万円を超えると見込まれる方についても、６月１日以後に支払われる給与等に対する源
泉徴収税額から定額減税額が控除されます。この場合、年末調整又は確定申告において最終的な年間の所得税
額と定額減税額との精算が行われます。

給付金等に関する情報個人住民税に関する情報所得税に関する情報・用語の説明

内閣官房ホームページ
（外部サイト）

総務省ホームページ
（外部サイト）

国税庁ホームページ

新たな経済に向けた給付金・
定額減税一体措置

個人住民税における
定額減税について

タックスアンサー
（よくある税の質問）

定額減税
特設サイト

※詳しくは定額減税特設サイト等のHPをご確認ください。



40

20

0

-20

-40

-60

-80

-100

10

鳥取県の中小企業景況令和6年6月1日

製
造
業

な
っ
た
。
東
部
地
区
で
は
昨
年
夏
の
豪
雨
被

害
へ
の
災
害
復
旧
工
事
案
件
が
増
え
つ
つ
あ

る
。
西
部
地
区
で
は
防
衛
省
関
連
、
米
子
道

４
車
線
化
の
ト
ン
ネ
ル
工
事
が
中
心
で
、
前

年
並
み
を
維
持
し
て
い
る
。

【
金
属
製
品
】

　
建
築
関
係
は
、
県
内
物
件
は
少
な
く
な
っ

て
お
り
、
低
価
格
競
争
の
状
況
。
鋼
材
価
格

は
高
値
推
移
の
た
め
、
計
画
の
先
送
り
も
見

受
け
ら
れ
る
。
機
械
加
工
は
、
自
動
車
関
連

に
動
き
が
出
始
め
た
も
の
の
、
十
分
な
仕
事

量
を
確
保
で
き
て
い
な
い
。

【
鉄
骨
加
工
】

　
人
件
費
、
運
送
、
溶
接
材
料
、
ガ
ス
な
ど

の
価
格
が
軒
並
み
上
昇
し
て
い
る
も
の
の
、

価
格
転
嫁
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

【
金
属
熱
処
理
】

　
受
注
量
は
前
月
比
、
前
年
同
月
比
と
も
に

増
加
の
結
果
と
な
っ
た
が
、
４
月
は
火
力
発

電
用
部
品
の
発
注
が
顕
著
で
あ
っ
た
影
響
が

大
き
く
、
金
属
機
械
加
工
業
そ
の
も
の
の
景

気
回
復
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
自
動
車
や
建

設
機
械
な
ど
は
動
き
が
ま
だ
弱
く
、
見
積
等

の
引
合
い
は
あ
る
が
具
体
的
な
受
注
に
は
時

間
を
要
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

【
電
気
機
械
器
具
】

　
材
料
の
供
給
は
安
定
し
て
い
る
も
の
の
、

４
月
以
降
の
予
定
も
増
産
の
傾
向
は
見
受
け

ら
れ
ず
、
依
然
と
し
て
先
行
き
は
不
透
明
な

ま
ま
で
あ
る
。

【
卸
売
業
】

　
青
果
関
係
で
は
、
季
節
の
野
菜
、
果
実
と

も
収
穫
の
狭
間
で
生
産
者
の
持
込
み
が
減
少

し
た
こ
と
で
取
扱
数
量
は
前
月
比
、
前
年
同

月
比
と
も
減
少
と
な
っ
た
。
売
上
高
は
単
価

の
上
昇
に
よ
り
前
年
同
月
比
で
大
き
く
増
加

し
た
。
鮮
魚
関
係
で
は
、
取
扱
数
量
は
前
月

比
で
増
加
、
前
年
同
月
比
で
横
ば
い
と
な
っ

た
。
ま
た
、
先
月
よ
り
も
２
０
２
４
年
問
題

に
よ
る
運
送
遅
延
の
発
生
が
見
受
け
ら
れ
る
。

仕
入
配
送
に
関
わ
る
コ
ス
ト
増
の
影
響
、
配

送
の
減
便
と
そ
れ
に
伴
う
ト
ラ
ッ
ク
の
大
型

化
等
が
散
見
さ
れ
、
影
響
の
増
大
が
懸
念
さ

れ
る
。
４
月
の
巻
き
網
は
天
候
に
も
恵
ま
れ

小
型
の
マ
イ
ワ
シ
の
豊
漁
が
続
き
昨
年
を
上

回
る
水
揚
げ
量
と
な
っ
た
。
冷
蔵
庫
の
処
理
・

保
管
能
力
の
問
題
か
ら
中
盤
以
降
、
一
定
の

漁
獲
制
限
も
実
施
さ
れ
た
が
荷
動
き
と
し
て

は
良
好
な
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
近
海
物
に

つ
い
て
は
例
年
通
り
の
底
引
き
主
体
の
水
揚

げ
と
な
っ
た
が
赤
ガ
レ
イ
・
ハ
タ
ハ
タ
の
水

揚
げ
が
ま
と
ま
ら
ず
特
に
干
し
物
原
料
の
不

足
に
苦
慮
し
て
い
る
。

【
小
売
業
・
商
店
街
】

　
鳥
取
市
の
商
店
街
で
は
、
４
月
度
は
上
旬

に
桜
の
開
花
も
あ
り
、
近
隣
の
お
花
見
ス
ポ

ッ
ト
に
訪
れ
る
来
街
者
で
賑
わ
っ
た
。
29
日

に
は
恒
例
の
鳥
取
市
花
の
ま
つ
り
が
開
催
さ

れ
、
多
く
の
来
場
者
を
迎
え
る
こ
と
が
で
き

た
。
飲
食
、
宿
泊
関
連
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

も
含
め
て
好
調
を
維
持
し
て
い
る
も
の
の
、

小
売
業
の
売
上
は
低
調
と
な
っ
て
い
る
。
円

安
が
進
み
、
光
熱
費
や
ガ
ソ
リ
ン
価
格
を
は

じ
め
と
す
る
物
価
高
騰
の
影
響
に
よ
る
経
済

的
不
安
要
素
は
改
善
し
て
お
ら
ず
、
消
費
マ

イ
ン
ド
の
低
下
が
続
い
て
い
る
。
倉
吉
の
商

店
街
で
は
、
行
楽
シ
ー
ズ
ン
を
迎
え
、
商
店

街
を
含
め
近
隣
の
赤
瓦
・
白
壁
土
蔵
群
に
人

出
が
出
始
め
た
。
観
光
バ
ス
も
増
加
し
た
も

の
の
、
倉
吉
市
が
一
時
的
な
中
継
点
と
な
っ

て
い
る
た
め
、
足
を
止
め
て
も
ら
い
、
消
費

を
促
進
す
る
よ
う
な
方
策
を
検
討
す
る
必
要

が
あ
る
。
米
子
市
の
商
店
街
で
は
、
ソ
ウ
ル

便
の
就
航
の
流
れ
で
、
韓
国
人
観
光
客
が
少

し
ず
つ
増
え
つ
つ
あ
り
、
全
体
と
し
て
県
外

客
や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
が
増
加
傾
向
と
な
っ
て

い
る
。
境
港
市
の
水
産
物
小
売
で
は
、
４
月

は
大
型
連
休
に
突
入
す
る
と
同
時
に
販
売
施

設
の
来
場
者
・
売
上
と
も
に
増
加
し
た
が
、

大
型
連
休
前
半
は
後
半
に
備
え
て
か
、
来
場

者
数
が
伸
び
な
か
っ
た
。

【
旅
館
・
観
光
】

　
鳥
取
市
の
鳥
取
砂
丘
で
は
、
好
天
に
も
恵

ま
れ
、
観
光
客
の
入
込
数
は
前
年
並
み
で
推

移
し
た
。
ま
た
４
月
19
日
に
砂
の
美
術
館
第

15
期
展
示
が
ス
タ
ー
ト
し
、
大
型
連
休
も
絡

み
入
込
数
が
増
加
し
た
。
売
上
高
は
前
月
比

で
増
加
、
前
年
同
月
比
は
不
変
で
あ
っ
た
。

米
子
市
の
ホ
テ
ル
・
旅
館
で
は
、
原
材
料
費
、

燃
料
費
等
、
高
騰
し
て
い
る
が
価
格
へ
転
嫁

し
て
お
り
収
益
に
変
化
は
見
ら
れ
な
い
。
三

朝
温
泉
で
は
、
春
休
み
に
入
り
４
月
前
半
は

多
く
の
観
光
客
で
賑
わ
っ
た
。
２
０
２
４
年

問
題
も
あ
り
、
大
型
バ
ス
へ
の
影
響
が
懸
念

さ
れ
る
も
の
の
、
バ
ス
ツ
ア
ー
の
需
要
は
高

ま
っ
て
き
て
い
る
。
羽
合
温
泉
で
は
、
４
月

の
宿
泊
は
前
月
比
で
３
割
程
度
減
少
し
、
前

年
同
月
比
で
も
２
割
弱
の
減
少
と
な
っ
た
。

４
月
は
宿
泊
施
設
の
改
修
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

に
よ
り
休
館
日
が
多
く
な
り
、
宿
泊
が
伸
び

悩
ん
だ
。

【
自
動
車
整
備
業
】

　
新
車
の
販
売
は
普
通
車
・
軽
自
動
車
を
合

わ
せ
て
１
，６
３
１
台
で
前
月
比
は
普
通
車

48
％
、
軽
自
動
車
約
38
％
の
減
少
、
前
年
同

月
比
は
普
通
車
約
６
％
、
軽
自
動
車
約
22
％

の
減
少
で
、
中
古
車
は
普
通
車
・
軽
自
動
車

を
合
わ
せ
て
８
４
４
台
で
前
月
比
約
９
％
減

少
、
前
年
同
月
比
約
６
％
の
増
加
と
な
っ
た
。

継
続
検
査（
軽
自
動
車
を
含
む
）は
１
４
，９

２
５
台
で
前
月
比
約
32
％
の
減
少
と
な
っ
た

が
、
前
年
同
月
比
で
は
約
３
％
の
増
加
と
な

っ
た
。

【
建
設
業
】

　
３
月
の
県
内
公
共
工
事
発
注
（
西
日
本
建

設
業
保
証
㈱
保
証
取
扱
）
は
、
請
負
金
額
88

億
円
、
件
数
１
１
８
件
と
な
っ
た
。
年
度
累

計
は
、請
負
金
額
９
６
６
億
円
、件
数
１
，７

０
８
件
と
な
っ
た
。

【
運
輸
業
】

　
４
月
の
物
流
は
、
売
上
高
は
前
月
比
、
前

年
同
月
比
と
も
に
減
少
し
て
お
り
厳
し
い
状

況
が
続
い
て
い
る
。
２
０
２
４
年
問
題
に
対

し
、
ド
ラ
イ
バ
ー
不
足
の
解
消
の
た
め
労
働

状
況
の
改
善
や
賃
金
の
上
昇
も
視
野
に
入
れ

な
が
ら
、
荷
主
と
の
価
格
交
渉
も
粘
り
強
く

行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
今
後
も
厳
し
い

状
況
が
続
く
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
４
月
の

燃
料
価
格
に
つ
い
て
は
、
燃
料
配
送
に
伴
う

運
賃
の
増
加
及
び
元
売
り
価
格
増
加
に
よ
り

若
干
の
増
加
と
な
っ
た
。

（
情
報
連
絡
員　
38
名
）

【
食
料
品
】

　
輸
出
及
び
Ｐ
Ｂ
商
品
が
好
調
に
推
移
し
た

こ
と
に
よ
り
、
収
益
及
び
資
金
繰
り
に
明
る

さ
が
見
ら
れ
る
。
味
噌
・
醤
油
関
連
で
は
、

国
内
向
け
の
数
量
は
５
％
程
度
減
少
し
た
も

の
の
、
販
売
価
格
が
上
昇
し
た
こ
と
で
前
年

並
み
が
続
い
て
い
る
。

【
繊
維
・
同
製
品
】

　
過
去
に
例
を
見
な
い
ほ
ど
仕
事
量
は
減
少

し
て
い
る
。
海
外
か
ら
の
輸
入
品
は
円
安
な

が
ら
減
少
し
て
お
ら
ず
、
国
内
メ
ー
カ
ー
は

操
業
度
の
維
持
が
困
難
な
状
況
と
な
っ
て
い

る
。

【
家
具
装
備
品
】

　
多
く
の
商
品
で
値
上
げ
の
動
き
も
あ
り
、

消
費
マ
イ
ン
ド
も
冷
え
込
ん
で
い
る
状
況
。

【
木
材
・
木
製
品
】

　
製
材
用
素
材
の
入
荷
量
、
製
材
品
お
よ
び

合
板
の
生
産
量
と
も
前
月
比
で
同
水
準
、
前

年
同
月
比
で
減
少
と
な
っ
た
。
輸
入
材
な
ど

の
先
高
観
か
ら
国
産
材
の
需
要
が
期
待
さ
れ
、

公
共
建
築
で
一
部
活
発
な
地
域
が
あ
る
も
の

の
、
昨
年
か
ら
の
住
宅
建
築
不
況
の
影
響
と

働
き
手
不
足
に
よ
り
総
じ
て
業
況
は
悪
化
の

傾
向
が
見
ら
れ
る
。
プ
レ
カ
ッ
ト
加
工
の
稼

働
率
は
、
前
月
比
55
％
減
少
、
前
年
同
月
比

は
65
％
減
少
で
推
移
し
た
。

【
紙
・
加
工
品
】

　
円
安
の
影
響
に
よ
り
原
材
料
高
等
諸
経
費

の
高
止
ま
り
が
続
い
て
い
る
。

【
印
　
刷
】

　
鳥
取
県
の
印
刷
業
界
は
、
新
年
度
の
ス
タ

ー
ト
と
と
も
に
動
き
は
見
ら
れ
る
も
の
の
、

物
価
の
上
昇
、
人
件
費
の
確
保
、
仕
入
れ
値

等
が
販
売
価
格
に
転
嫁
し
き
れ
ず
、
収
益
は

減
少
し
て
い
る
。
地
域
密
着
型
の
印
刷
物
の

需
要
は
あ
る
も
の
の
、
市
場
調
査
な
ど
の
デ

ー
タ
に
基
づ
い
た
提
案
型
の
人
材
を
早
急
に

育
て
な
い
限
り
、
中
小
経
営
規
模
の
会
社
は

存
続
が
難
し
く
な
っ
て
き
て
い
る
。

【
窯
業
・
土
石
製
品
】

　
４
月
の
生
コ
ン
出
荷
量
は
、
前
月
比
で
約

14
％
増
加
、
前
年
同
月
比
で
約
16
％
減
少
と

＊DIとは景気の動きをとらえるための指標。「増加、上昇、好転」の割合から「減少、低下、悪化」の割合を差し引いた値。

　全業種景況ＤＩ値は、前月比１８.５ポイント低下のマイナス７.９、前年同月比７.８ポイント低下のマ
イナス２８.９となった。製造業では、一部業種で価格転嫁による販売価格の上昇が見受けられたもの
の、価格転嫁しきれず原材料等の高騰による収益の悪化が進む業種も散見された。非製造業では、大
型連休に入る下旬にかけて人流が増加し、観光関連を中心に売上高は増加、収益状況も好転した。
一方で長引くガソリン価格の高騰により、運送関連を中心に収益が悪化しており、状況は引き続き厳し
い。県内景況は、原材料及び仕入価格等高騰の影響による経費負担の増加が長引いており、販売単
価上昇が消費（発注）量に影響するなど、業界を問わず消費マインドの低下が深刻化している。加えて、
人材確保難や2024年問題による物流の停滞など問題が山積しており、依然として先行き不透明な状
況が続いている。

販売単価上昇による
消費マインドの低下が深刻化
人材確保難や2024年問題による
物流の停滞など問題が山積
～景況DI値は、前年同月比７.８ポイント低下のマイナス２８.９～

月4

景気動向（前年同月比全業種DI） 売上高 収益状況 景況

R4/4 R5/4 R6/4
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令和6年6月1日

非
製
造
業

な
っ
た
。
東
部
地
区
で
は
昨
年
夏
の
豪
雨
被

害
へ
の
災
害
復
旧
工
事
案
件
が
増
え
つ
つ
あ

る
。
西
部
地
区
で
は
防
衛
省
関
連
、
米
子
道

４
車
線
化
の
ト
ン
ネ
ル
工
事
が
中
心
で
、
前

年
並
み
を
維
持
し
て
い
る
。

【
金
属
製
品
】

　
建
築
関
係
は
、
県
内
物
件
は
少
な
く
な
っ

て
お
り
、
低
価
格
競
争
の
状
況
。
鋼
材
価
格

は
高
値
推
移
の
た
め
、
計
画
の
先
送
り
も
見

受
け
ら
れ
る
。
機
械
加
工
は
、
自
動
車
関
連

に
動
き
が
出
始
め
た
も
の
の
、
十
分
な
仕
事

量
を
確
保
で
き
て
い
な
い
。

【
鉄
骨
加
工
】

　
人
件
費
、
運
送
、
溶
接
材
料
、
ガ
ス
な
ど

の
価
格
が
軒
並
み
上
昇
し
て
い
る
も
の
の
、

価
格
転
嫁
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

【
金
属
熱
処
理
】

　
受
注
量
は
前
月
比
、
前
年
同
月
比
と
も
に

増
加
の
結
果
と
な
っ
た
が
、
４
月
は
火
力
発

電
用
部
品
の
発
注
が
顕
著
で
あ
っ
た
影
響
が

大
き
く
、
金
属
機
械
加
工
業
そ
の
も
の
の
景

気
回
復
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
自
動
車
や
建

設
機
械
な
ど
は
動
き
が
ま
だ
弱
く
、
見
積
等

の
引
合
い
は
あ
る
が
具
体
的
な
受
注
に
は
時

間
を
要
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

【
電
気
機
械
器
具
】

　
材
料
の
供
給
は
安
定
し
て
い
る
も
の
の
、

４
月
以
降
の
予
定
も
増
産
の
傾
向
は
見
受
け

ら
れ
ず
、
依
然
と
し
て
先
行
き
は
不
透
明
な

ま
ま
で
あ
る
。

【
卸
売
業
】

　
青
果
関
係
で
は
、
季
節
の
野
菜
、
果
実
と

も
収
穫
の
狭
間
で
生
産
者
の
持
込
み
が
減
少

し
た
こ
と
で
取
扱
数
量
は
前
月
比
、
前
年
同

月
比
と
も
減
少
と
な
っ
た
。
売
上
高
は
単
価

の
上
昇
に
よ
り
前
年
同
月
比
で
大
き
く
増
加

し
た
。
鮮
魚
関
係
で
は
、
取
扱
数
量
は
前
月

比
で
増
加
、
前
年
同
月
比
で
横
ば
い
と
な
っ

た
。
ま
た
、
先
月
よ
り
も
２
０
２
４
年
問
題

に
よ
る
運
送
遅
延
の
発
生
が
見
受
け
ら
れ
る
。

仕
入
配
送
に
関
わ
る
コ
ス
ト
増
の
影
響
、
配

送
の
減
便
と
そ
れ
に
伴
う
ト
ラ
ッ
ク
の
大
型

化
等
が
散
見
さ
れ
、
影
響
の
増
大
が
懸
念
さ

れ
る
。
４
月
の
巻
き
網
は
天
候
に
も
恵
ま
れ

小
型
の
マ
イ
ワ
シ
の
豊
漁
が
続
き
昨
年
を
上

回
る
水
揚
げ
量
と
な
っ
た
。
冷
蔵
庫
の
処
理
・

保
管
能
力
の
問
題
か
ら
中
盤
以
降
、
一
定
の

漁
獲
制
限
も
実
施
さ
れ
た
が
荷
動
き
と
し
て

は
良
好
な
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
近
海
物
に

つ
い
て
は
例
年
通
り
の
底
引
き
主
体
の
水
揚

げ
と
な
っ
た
が
赤
ガ
レ
イ
・
ハ
タ
ハ
タ
の
水

揚
げ
が
ま
と
ま
ら
ず
特
に
干
し
物
原
料
の
不

足
に
苦
慮
し
て
い
る
。

【
小
売
業
・
商
店
街
】

　
鳥
取
市
の
商
店
街
で
は
、
４
月
度
は
上
旬

に
桜
の
開
花
も
あ
り
、
近
隣
の
お
花
見
ス
ポ

ッ
ト
に
訪
れ
る
来
街
者
で
賑
わ
っ
た
。
29
日

に
は
恒
例
の
鳥
取
市
花
の
ま
つ
り
が
開
催
さ

れ
、
多
く
の
来
場
者
を
迎
え
る
こ
と
が
で
き

た
。
飲
食
、
宿
泊
関
連
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

も
含
め
て
好
調
を
維
持
し
て
い
る
も
の
の
、

小
売
業
の
売
上
は
低
調
と
な
っ
て
い
る
。
円

安
が
進
み
、
光
熱
費
や
ガ
ソ
リ
ン
価
格
を
は

じ
め
と
す
る
物
価
高
騰
の
影
響
に
よ
る
経
済

的
不
安
要
素
は
改
善
し
て
お
ら
ず
、
消
費
マ

イ
ン
ド
の
低
下
が
続
い
て
い
る
。
倉
吉
の
商

店
街
で
は
、
行
楽
シ
ー
ズ
ン
を
迎
え
、
商
店

街
を
含
め
近
隣
の
赤
瓦
・
白
壁
土
蔵
群
に
人

出
が
出
始
め
た
。
観
光
バ
ス
も
増
加
し
た
も

の
の
、
倉
吉
市
が
一
時
的
な
中
継
点
と
な
っ

て
い
る
た
め
、
足
を
止
め
て
も
ら
い
、
消
費

を
促
進
す
る
よ
う
な
方
策
を
検
討
す
る
必
要

が
あ
る
。
米
子
市
の
商
店
街
で
は
、
ソ
ウ
ル

便
の
就
航
の
流
れ
で
、
韓
国
人
観
光
客
が
少

し
ず
つ
増
え
つ
つ
あ
り
、
全
体
と
し
て
県
外

客
や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
が
増
加
傾
向
と
な
っ
て

い
る
。
境
港
市
の
水
産
物
小
売
で
は
、
４
月

は
大
型
連
休
に
突
入
す
る
と
同
時
に
販
売
施

設
の
来
場
者
・
売
上
と
も
に
増
加
し
た
が
、

大
型
連
休
前
半
は
後
半
に
備
え
て
か
、
来
場

者
数
が
伸
び
な
か
っ
た
。

【
旅
館
・
観
光
】

　
鳥
取
市
の
鳥
取
砂
丘
で
は
、
好
天
に
も
恵

ま
れ
、
観
光
客
の
入
込
数
は
前
年
並
み
で
推

移
し
た
。
ま
た
４
月
19
日
に
砂
の
美
術
館
第

15
期
展
示
が
ス
タ
ー
ト
し
、
大
型
連
休
も
絡

み
入
込
数
が
増
加
し
た
。
売
上
高
は
前
月
比

で
増
加
、
前
年
同
月
比
は
不
変
で
あ
っ
た
。

米
子
市
の
ホ
テ
ル
・
旅
館
で
は
、
原
材
料
費
、

燃
料
費
等
、
高
騰
し
て
い
る
が
価
格
へ
転
嫁

し
て
お
り
収
益
に
変
化
は
見
ら
れ
な
い
。
三

朝
温
泉
で
は
、
春
休
み
に
入
り
４
月
前
半
は

多
く
の
観
光
客
で
賑
わ
っ
た
。
２
０
２
４
年

問
題
も
あ
り
、
大
型
バ
ス
へ
の
影
響
が
懸
念

さ
れ
る
も
の
の
、
バ
ス
ツ
ア
ー
の
需
要
は
高

ま
っ
て
き
て
い
る
。
羽
合
温
泉
で
は
、
４
月

の
宿
泊
は
前
月
比
で
３
割
程
度
減
少
し
、
前

年
同
月
比
で
も
２
割
弱
の
減
少
と
な
っ
た
。

４
月
は
宿
泊
施
設
の
改
修
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

に
よ
り
休
館
日
が
多
く
な
り
、
宿
泊
が
伸
び

悩
ん
だ
。

【
自
動
車
整
備
業
】

　
新
車
の
販
売
は
普
通
車
・
軽
自
動
車
を
合

わ
せ
て
１
，６
３
１
台
で
前
月
比
は
普
通
車

48
％
、
軽
自
動
車
約
38
％
の
減
少
、
前
年
同

月
比
は
普
通
車
約
６
％
、
軽
自
動
車
約
22
％

の
減
少
で
、
中
古
車
は
普
通
車
・
軽
自
動
車

を
合
わ
せ
て
８
４
４
台
で
前
月
比
約
９
％
減

少
、
前
年
同
月
比
約
６
％
の
増
加
と
な
っ
た
。

継
続
検
査（
軽
自
動
車
を
含
む
）は
１
４
，９

２
５
台
で
前
月
比
約
32
％
の
減
少
と
な
っ
た

が
、
前
年
同
月
比
で
は
約
３
％
の
増
加
と
な

っ
た
。

【
建
設
業
】

　
３
月
の
県
内
公
共
工
事
発
注
（
西
日
本
建

設
業
保
証
㈱
保
証
取
扱
）
は
、
請
負
金
額
88

億
円
、
件
数
１
１
８
件
と
な
っ
た
。
年
度
累

計
は
、請
負
金
額
９
６
６
億
円
、件
数
１
，７

０
８
件
と
な
っ
た
。

【
運
輸
業
】

　
４
月
の
物
流
は
、
売
上
高
は
前
月
比
、
前

年
同
月
比
と
も
に
減
少
し
て
お
り
厳
し
い
状

況
が
続
い
て
い
る
。
２
０
２
４
年
問
題
に
対

し
、
ド
ラ
イ
バ
ー
不
足
の
解
消
の
た
め
労
働

状
況
の
改
善
や
賃
金
の
上
昇
も
視
野
に
入
れ

な
が
ら
、
荷
主
と
の
価
格
交
渉
も
粘
り
強
く

行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
今
後
も
厳
し
い

状
況
が
続
く
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
４
月
の

燃
料
価
格
に
つ
い
て
は
、
燃
料
配
送
に
伴
う

運
賃
の
増
加
及
び
元
売
り
価
格
増
加
に
よ
り

若
干
の
増
加
と
な
っ
た
。

（
情
報
連
絡
員　
38
名
）

【
食
料
品
】

　
輸
出
及
び
Ｐ
Ｂ
商
品
が
好
調
に
推
移
し
た

こ
と
に
よ
り
、
収
益
及
び
資
金
繰
り
に
明
る

さ
が
見
ら
れ
る
。
味
噌
・
醤
油
関
連
で
は
、

国
内
向
け
の
数
量
は
５
％
程
度
減
少
し
た
も

の
の
、
販
売
価
格
が
上
昇
し
た
こ
と
で
前
年

並
み
が
続
い
て
い
る
。

【
繊
維
・
同
製
品
】

　
過
去
に
例
を
見
な
い
ほ
ど
仕
事
量
は
減
少

し
て
い
る
。
海
外
か
ら
の
輸
入
品
は
円
安
な

が
ら
減
少
し
て
お
ら
ず
、
国
内
メ
ー
カ
ー
は

操
業
度
の
維
持
が
困
難
な
状
況
と
な
っ
て
い

る
。

【
家
具
装
備
品
】

　
多
く
の
商
品
で
値
上
げ
の
動
き
も
あ
り
、

消
費
マ
イ
ン
ド
も
冷
え
込
ん
で
い
る
状
況
。

【
木
材
・
木
製
品
】

　
製
材
用
素
材
の
入
荷
量
、
製
材
品
お
よ
び

合
板
の
生
産
量
と
も
前
月
比
で
同
水
準
、
前

年
同
月
比
で
減
少
と
な
っ
た
。
輸
入
材
な
ど

の
先
高
観
か
ら
国
産
材
の
需
要
が
期
待
さ
れ
、

公
共
建
築
で
一
部
活
発
な
地
域
が
あ
る
も
の

の
、
昨
年
か
ら
の
住
宅
建
築
不
況
の
影
響
と

働
き
手
不
足
に
よ
り
総
じ
て
業
況
は
悪
化
の

傾
向
が
見
ら
れ
る
。
プ
レ
カ
ッ
ト
加
工
の
稼

働
率
は
、
前
月
比
55
％
減
少
、
前
年
同
月
比

は
65
％
減
少
で
推
移
し
た
。

【
紙
・
加
工
品
】

　
円
安
の
影
響
に
よ
り
原
材
料
高
等
諸
経
費

の
高
止
ま
り
が
続
い
て
い
る
。

【
印
　
刷
】

　
鳥
取
県
の
印
刷
業
界
は
、
新
年
度
の
ス
タ

ー
ト
と
と
も
に
動
き
は
見
ら
れ
る
も
の
の
、

物
価
の
上
昇
、
人
件
費
の
確
保
、
仕
入
れ
値

等
が
販
売
価
格
に
転
嫁
し
き
れ
ず
、
収
益
は

減
少
し
て
い
る
。
地
域
密
着
型
の
印
刷
物
の

需
要
は
あ
る
も
の
の
、
市
場
調
査
な
ど
の
デ

ー
タ
に
基
づ
い
た
提
案
型
の
人
材
を
早
急
に

育
て
な
い
限
り
、
中
小
経
営
規
模
の
会
社
は

存
続
が
難
し
く
な
っ
て
き
て
い
る
。

【
窯
業
・
土
石
製
品
】

　
４
月
の
生
コ
ン
出
荷
量
は
、
前
月
比
で
約

14
％
増
加
、
前
年
同
月
比
で
約
16
％
減
少
と
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中小企業省力化投資補助金について

補助対象 補助上限額 補助率

補助対象として
カタログに登録された

製品等
1/2以下

5人以下
6～20人以下
21人以上

200万円（300万円）
500万円以下（750万円）
1,000万円以下（1,500万円）

機器カテゴリ 対象職種 対象業務プロセス
 A 清掃ロボット 宿泊業、飲食サービス業 施設管理
 B 配膳ロボット 飲食サービス業、宿泊業 配膳・下膳
 C 自動倉庫 製造業、倉庫業、卸売業、小売業 保管・在庫管理、入出庫
 D 検品・仕分システム 倉庫業、製造業、卸売業、小売業 資材調達、加工・生産、検査、保管・在庫管理、入出庫
 E 無人搬送車（AGV・AMR） 倉庫業、製造業、卸売業、小売業 資材調達、加工・生産、検査、保管・在庫管理、入出庫
 F スチームコンベクションオーブン 飲食サービス業、宿泊業、小売業 調理
 G 券売機 飲食サービス業 注文受付
 H 自動チェックイン機 宿泊業 受付案内、予約管理、請求・支払、顧客対応
 I 自動精算機 飲食サービス業、小売業 請求・支払
 J タブレット型給油許可システム 小売業（ガソリンスタンド） 給油

本事業の理解・
gBizIDの取得

補助事業の
実施

交付決定
事務局の手続き

補助金額の確定・補助金交付
事務局の手続き

省力化製品の選択等の
事前準備

中小企業等のみなさまの手続き

　人手不足に悩む中小企業等が IoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を導入するため
の事業費等の経費の一部を補助することにより、省力化投資を促進して中小企業等の付加価値額や生産
性向上を図るとともに、賃上げにつなげることを目的とした補助金です。

●制度概要
補助対象者：人手不足の状態にある中小企業等
補 助 率 等：カタログに掲載された製品が補助対象となります。製品のカタログへの登録は、随時行われ

ます。また、補助上限額は従業員数ごとに異なります。

●補助対象経費
　本事業においては、省力化製品の設備投資における「製品本体価格」、「導入に要する費用（導入経費）」
の２つが補助対象経費となります。
　補助の対象として登録された省力化製品のカテゴリ一覧の詳細はHPよりご確認ください。

●交付申請フロー

中小企業省力化投資補助事業 コールセンター

TEL:0570-099-660
お問合せ時間：9:30～17:30 ／ 月曜～金曜（土・日・祝日除く）

https://shoryokuka.smrj.go.jp/

お問合せ

令和6年6月1日

補助金
交付手続き

事業実施
効果報告

確認書
発行依頼

省力化製品
の導入

確認書発行
製造事業者の手続き

販売事業者のみなさまの手続き

販売事業者
登録申請

省力化製品
の提案

サポート・
アフターフォロー

交
付
申
請

事
業
実
績
報
告

●公募期間
　令和８年９月頃までの間に複数回の公募を行い、補助事業の申請を受け付けます。申請受付時期及び
終了時期はHPにて公開します。　※事業の詳細につきましては、HPをご確認ください。

※賃上げ要件を達成した場合（　）内の値に補助上限額の引き上げ。

※内容は令和6年5月20日現在のものです。最新の情報についてはHPにてご確認下さい。
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労働保険の「年度更新」手続きをお願いします

令和6年度 鳥取県産業未来共創事業のご案内

　労働保険の年度更新手続きの時期となりました。
　今年の年度更新では、令和５年度の確定保険料及び令和６年度の概算保険料並びに石綿健康被害救済法に
基づく一般拠出金の申告・納付手続きが必要となりますので、６月３日から７月１０日までの間に申告・納付手続
きをお願いします。
　申告書は、期間中、電子申請のほか、県内各所に設ける集合受付会場、鳥取労働局、最寄りの労働基準監督署、
金融機関・郵便局等で受付します。

事業主のみなさまへ

※労働保険事務を労働保険事務組合に委託している事業主は、事務組合を通じての申告・納付となります。

６月　６日、１４日、１７日、２５日
７月　１日、１０日 ９：００～１６：００ 鳥取労働局（４階会議室）東部

６月１０日、１９日、２８日
７月１０日 １０：００～１５：００ 倉吉地方合同庁舎（４階会第１会議室）中部

西部 ６月１２日 ９：３０～１５：００ 境港商工会議所（展示室）
日野町山村開発センター（大集会室）

月　　日地区 時　　間 場　　所
【令和6年度　年度更新集合受付　開催日程】

６月２１日 ９：３０～１５：００
米子食品会館（新館２階会議室）７月１０日 １０：００～１５：００

６月　４日、２７日 １０：００～１５：００
米子食品会館（大ホール）

６月１１日、２０日 １０：００～１６：４５

令和6年6月1日

新たなチャレンジで現状を打破したい方
「新たな企業価値創造型」

鳥取県産業未来共創補助金

　まずは、中央会にご相談ください。 
【問合せ先】 TEL：0857-26-6671　FAX：0857-27-1922

■事業認定の申請期間 第1回 令和6年 5月10日（金） ～ 同年 6月　7日（金）
第2回 令和6年 8月　1日（木） ～ 同年 8月30日（金）
第3回 令和6年 11月　1日（金） ～ 同年 11月29日（金）
第4回 令和7年 1月　6日（月） ～ 同年 1月31日（金）

経営力強化、生産性向上で発展したい方
「生産性向上・新技術導入推進型」

新しいビジネスモデルで大きく飛躍したい方
「経営革新型」

（２４か月以内） （２４か月以内） （36か月以内）
重点分野は1,500万円

補助額 最大200万円 補助額 最大500万円 補助額 最大1,000万円

※自社にとって新しい取組を行い、付加価値額、
経常利益、売上高のいずれかが増加する計画
が対象

※経営力強化及び生産性向上（働き方改革）を
目指す計画が対象
※経営力向上計画（国）の認定が必要

※経営革新計画（中小企業等経営強化法）の
承認を受けた計画が対象

補助メニュー 新商品（役務）開発等・経営力強化 設備投資

補助率

補助対象経費

FS調査費
経営基盤整備費
新商品（役務）開発費
人材育成費
販路開拓費 など

※組合等・任意グループの場合は２／３ （生産性向上・新技術導入推進型、経営革新型のみ）

設備導入・DX導入費
➡建物、設備（機械装置・工具器具・備品・システム）
※事業規模下限50万円
※取得価格10万円未満の設備は対象外
※貸付のために導入する設備は対象外
※生産性向上・新技術導入推進型の生産性向上の取組では建物は対象外　など

１／２

補助対象経費は
組み合わせて
活用可能です！

（申請先は中小企業団体中央会）

【お問い合わせ先】 鳥取労働局労働保険徴収室　電話：０８５７-２９-１７０２
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ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ

令和６年４月～
部分出向も対象に！

【お問い合わせ先】
鳥取労働局 職業対策課
TEL:0857-29-1708
鳥取労働局のＨＰにも掲載していますので、ご覧ください。

中小企業以外中小企業

社内研修 社外研修

ＯＪＴ

Off-JT

OJT 出　向
社 内 社 外

区　分

助成率
出向元

助成額

上限額

２／３ １／２

組合年度末処理の事務手続きについて
決算関係書類・役員変更届は中央会へ
　総会で議決された事項には、届出・認可等が必要なものもあります。処理期間に注意して、遺漏のないよう手続きを
行って下さい。
　なお、決算関係書類、役員変更届は、総会議事録（理事会議事録）を添付して、東部地区組合は2部、中部地区組合、
西部地区組合は3部、本会又は米子支所へ提出して下さい。
　また、各種申請書や届出の様式は本会ＨＰよりダウンロードできますのでご活用下さい。

処　　理　　事　　項 期　　間

認可申請

届出事項

登記事項

納税関係

・ 定款変更 総会終了後少なくとも1ヶ月以内
※本会に事前にご相談下さい。

・ 決算関係書類（事業報告書、財産目録、貸借対照表、
　損益計算書、剰余金（又は損失金）処理）
・ 役員変更届（役員の氏名又は住所）
　　※全員重任の場合は必要ない

通常総会終了後2週間以内

変更後2週間以内

・ 法人税、事業税、住民税 決算後2ヶ月以内
※税務署長に申請して1ヶ月延長することが可能です。

・ 代表理事変更登記　※重任の場合も必要です。
・ 事務所移転登記
・ 出資総口数及び払込済出資総額の変更登記
・ その他の変更（名称、地区、公告の方法、事業）登記

変更後2週間以内
移転日から2週間以内
事業年度終了後4週間以内
定款変更認可書到達後2週間以内

新市場進出、業種転換や人材育成を考えているみなさまへ
在籍型出向による「産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）」
を活用してみませんか？

※１　出向中の労働者の賃金≧出向前の労働者の賃金
※２　雇用保険の基本手当日額の最高額(令和５年８月１日時点)。毎年８月に改正。

（注）助成金対象外業務
（労働者派遣事業における適用除外業務）
　・港湾運送業務　・建設業務　・警備業務　・病院等における医療関係の業務

　出向元企業と出向先企業との間で出向契約を行い、労働者は出向元企業と雇用契約を結んだまま、出向先企業と新
たに雇用契約を結び、出向先企業に一定期間継続して勤務する。　⇒出向期間終了後は出向元企業に復帰する。
※部分出向：出向元企業に在籍し、出向元企業に勤務しながら、出向先企業でも勤務する。
　　　　　 （例：月末のみ出向元企業で勤務し、他は出向先企業で勤務する）

◆在籍型出向とは

　労働者のスキルアップを目的とする在籍型出向を実施した出向元企業が負担する出向中の賃金の一部を助成。

以下のいずれか低い額に助成率をかけた額（最長１年まで）
イ　出向労働者の出向中の賃金（※１）のうち出向元が負担する額
ロ　出向労働者の出向前の賃金の１／２の額

８，４９０円（※２）／１人1日あたり
（１事業所1年度あたり１，０００万円まで）

・労働者のスキルアップを目的として行われる出向
・出向開始６か月前から事業主都合で解雇していない

出向先 ・出向の受け入れに際して、事業主都合により離職させていない
・雇用量が一定以上減少していない

労働者 ・出向復帰後６か月間の各月の賃金を５％以上上昇させる
・常用労働者で雇用保険に６か月以上加入している

出向期間 ・出向期間は１か月以上２年以内
・出向期間終了後に出向元企業に復帰することが前提

◆産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）とは

＜人材育成の手法＞

＜助成内容＞　（企業グループ内出向は対象外） ＜主な助成要件＞

◆在籍型出向によるスキルアップのメリット

令和6年6月1日

「自社にない新たなスキルを他社で実践により習得できる」
「幅広い知識や経験を持った人材を育成できる」⇒本人の成長！

人への投資は　
　経営戦略に必須！

・エンゲージメントの向上
・社外ネットワークの構築
～将来を見据えた　　
　　人手不足克服策～
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６
月
に
入
り
、
季
節
は
夏
に
な
る
と

同
時
に
梅
雨
の
シ
ー
ズ
ン
を
迎
え
ま
す
。

こ
の
時
期
は
ま
だ
体
が
暑
さ
に
慣
れ
て

な
い
た
め
、
熱
中
症
に
な
り
や
す
い
そ

う
で
す
。
気
温
だ
け
で
な
く
湿
度
も
確

認
し
て
、
冷
房
や
除
湿
な
ど
で
室
温
を

適
切
に
調
整
し
ま
し
ょ
う
。

　
本
誌
に
も
告
知
の
通
り
、
６
月
19
日

に
通
常
総
会
を
開
催
し
ま
す
。
今
年
も

多
く
の
会
員
の
皆
様
に
お
会
い
で
き
る

こ
と
を
心
待
ち
に
し
て
お
り
ま
す
。
７

月
か
ら
は
本
会
事
業
も
本
格
的
に
ス
タ

ー
ト
し
ま
す
の
で
、
是
非
と
も
ご
活
用

い
た
だ
け
ま
す
と
幸
い
で
す
。（

ナ
ゴ
シ
）

編
集
後
記

 ★4日（火） ★7日（金） ★11日（火）
 ★14日（金） 18日（火） 25日（火）

6月の倉吉出張所相談日のお知らせ

★は特別相談室開設日

中央会・組合の 行事予定
日 曜日 行事内容 ・ 時間 ・ 場所

月6

中部・西部地区会員向け
特別相談室のお知らせ

～お気軽にご相談ください～

開催日
中部特別相談室

６月4日（火）、  7日（金）、
　11日（火）、14日（金）

時　間 ９時～１７時
場　所 倉吉出張所（倉吉商工会議所３階）

開催日
西部特別相談室

６月4日（火）、  7日（金）、
　11日（火）、14日（金）

時　間 １０時～１６時
場　所 米子支所（米子商工会議所５階）

　

美
萩
野
３
丁
目
公
共
空
地
は
、別
名

「
あ
じ
さ
い
公
園
」と
呼
ば
れ
、時
期
に

な
る
と
約
３
，０
０
０
株
の
あ
じ
さ
い
が

咲
き
誇
り
ま
す
。

　
こ
の
あ
じ
さ
い
は
、１
９
８
２
年
に

植
え
付
け
ら
れ
て
以
降
、地
元
の
方
々

に
よ
っ
て
管
理
さ
れ
て
き
た
も
の
で
、

開
花
シ
ー
ズ
ン
に
は
地
区
内
外
か
ら
数

多
く
の
方
々
が
訪
れ
て
い
ま
す
。

　

地
元「
あ
じ
さ
い
公
園
を
守
る
会
」

の
方
々
に
よ
っ
て
大
切
に
育
て
ら
れ
て

い
る
花
々
は
、あ
じ
さ
い
の
他
に
も
、水

仙
・
チ
ュ
ー
リ
ッ
プ
・
パ
ン
ジ
ー
・マ
リ
ー

ゴ
ー
ル
ド
・
サ
ル
ビ
ア
・ベ
コ
ニ
ア
な
ど

様
々
で
、地
区
の
人
々
の
憩
い
の
場
所

に
も
な
っ
て
い
ま
す
。

「
美
萩
野
あ
じ
さ
い
公
園
」

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　 〈
鳥
取
市
〉

今
月
の
表
紙

通常総会のお知らせ
6月19日（水）
１５：００～　令和６年度通常総会
１６：００～　新理事会
１６：３０～　通常総会祝賀会
ホテルニューオータニ鳥取

と　き

ところ

 11 火 連携組織活性化サポート事業　6/12まで
（対象：賀露鮮魚仲買㈿） 札幌中央卸売市場　他

 15 土 中部青年中央会６月視察例会　6/16まで　
 大阪企業家ミュージアム　他

 17 月 西部青年中央会６月例会 19：00
 米子コンベンションセンター

 19 水 令和６年度中央会通常総会・表彰式・祝賀会 １５：００
 ホテルニューオータニ鳥取

 20 木 東部青年中央会６月例会 18：30
 ホテルモナーク鳥取

 28 水 全国中小企業青年中央会通常総会 １４：００　
 ホテルニューオータニ大阪

令和6年6月1日

要請活動の様子

　

鳥
取
労
働
局
で
は
、応
募
者
の
基
本
的
人
権
を
尊
重
し
、

広
く
応
募
者
に
門
戸
を
開
く
と
と
も
に
、適
正
・
能
力
に
基

づ
い
た
採
用
選
考
を
行
う
公
正
な
採
用
選
考
シ
ス
テ
ム
の
確

立
が
図
ら
れ
る
よ
う
周
知
・
啓
発
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

昨
今
、情
報
化
の
進
展
に
伴
い
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
差

別
的
な
書
き
込
み
が
行
わ
れ
る
な
ど
の
状
況
変
化
が
生
じ
て

い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、国
と
し
て
部
落
差
別
を
解
消
す
る
た

め
の
教
育
・
啓
発
等
の
取
組
み
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

公
正
な
採
用
選
考
シ
ス
テ
ム
の
確
立
に
向
け
て
は
、企
業

に
対
す
る
周
知
・
啓
発
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、そ
の
一
方

で
、採
用
担
当
者
の
み
な
ら
ず
企
業
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
に
お
い
て

も
、面
接
や
応
募
用
紙
等
で「
家
族
」や「
個
人
の
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
・
身
体
等
」に
関
す
る
こ
と
を
把
握
す
る
な
ど
、就
職
差

別
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
の
あ
る
不
適
切
な
事
象
も
依
然
と
し

て
発
生
し
て
い
る
現
状
に
あ
り
ま
す
。

　

公
正
採
用
選
考
の
趣
旨
を
改
め
て
ご
理
解
い
た
だ
き
、「
公

正
採
用
選
考
人
権
啓
発
推

進
員
」の
適
正
な
配
置
、推

進
員
や
企
業
ト
ッ
プ
ク
ラ

ス
に
対
し
て
鳥
取
労
働
局

及
び
鳥
取
県
が
行
う
研
修

会
へ
の
積
極
的
な
参
加
、適

正
な
応
募
用
紙
の
使
用
等

公
正
な
採
用
選
考
が
実
現

さ
れ
る
よ
う
、ご
協
力
を

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

企
業
等
に
お
け
る
公
正
な

　

採
用
選
考
の
実
現
に
向
け
て

鳥
取
労
働
局
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発
行
人
　
鳥
取
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会

　
　
　
　
〒
680‐

0845 鳥
取
市
富
安
１
丁
目９６

　
　
　
　
T
EL（
０８５７

）２６‐６６７１（
代
）・
FA
X（
０８５７

）２７‐１９２２

倉
吉
出
張
所
 〒
682‐

0887 倉
吉
市
明
治
町（
倉
吉
商
工
会
議
所
内
）

 
T
EL・
FA
X（
０８５８

）２２‐１７０６
米
子
支
所
 〒
683‐

0823 米
子
市
加
茂
町（
米
子
商
工
会
議
所
５
階
）

 
T
EL （０８５９

）３４‐２１０５・
FA
X（
０８５９

）３４‐６４４１

毎
月
１
回
１
日
発
行
　
日
ノ
丸
印
刷
株
式
会
社
　
印
行

購
読
料
　
1部
　
７０
円
　
T
EL（
０８５７

）２２‐２２４８（
代
）

（
会
員
の
購
読
料
は
会
費
に
含
ま
れ
て
い
ま
す
）

U
R
L 

https://w
w
w
.chuokai-tottori.or.jp

E
-m
ail honbu@

chuokai-tottori.or.jp
中
小
企
業
と
っ
と
り
　
令
和
6
年
6
月
1
日

鳥 取 事務所
〒６８０－０８３５ 鳥取県鳥取市東品治町１０２ 鳥取駅前ビル３階

TEL 0857-20-1500 FAX  0857-20-1502 【ご利用時間】9:00～17:00（土・日・祝日を除く）

上記の１～５は無料でご利用いただけます。６は有料となりますが、質が高くリーズナブルな価格でのセミナーをご提案いたします。


